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令和５年度氷見市一般会計・特別会計歳入歳出決算の審査意見について 
 
 地方自治法第２３３条第２項の規定により、審査に付された令和５年度氷見市一般会

計・特別会計歳入歳出決算を氷見市監査基準に基づいて審査したので、次のとおり意見書

を提出します。 



  



目    次 
 

第１ 審 査 の 対 象  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 

第２ 審 査 の 期 間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 

第３ 審 査 の 方 法  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 

第４ 審 査 の 結 果  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 

１ 決 算 の 総 括  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

２ 一  般  会  計           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

別表１ 一 般 会 計 歳 入 款 別 年 度 比 較 表  ・・・・・・・・ ３８ 
別表２ 一般会計歳出決算額款別節別一覧表    ・・・・・・・・ ４０ 
別表３ 一 般 会 計 歳 出 款 別 年 度 比 較 表  ・・・・・・・・ ４⒉ 

３ 特  別  会  計           ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

   （１） 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計                   ・・・・・・・・ ４３ 
   （２） 育 英 資 金 特 別 会 計                   ・・・・・・・・ ４８ 
   （３） 介 護 保 険 特 別 会 計                   ・・・・・・・・ ５１ 
   （４） 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計  ・・・・・・・・ ５９ 
 別表 一般会計・特別会計年度別歳入・歳出比較表   ・・・・・・・・ ６２ 

４ 財 産 の 状 況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６４ 

５ む す び  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６８ 
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令和５年度氷見市一般会計・特別会計  
歳 入 歳 出 決 算 審 査 意 見 書 

 
第１ 審 査 の 対 象 
   各会計歳入歳出決算 
    令和５年度氷見市一般会計 
    令和５年度氷見市国民健康保険特別会計 
    令和５年度氷見市育英資金特別会計 
    令和５年度氷見市介護保険特別会計 

令和５年度氷見市後期高齢者医療事業特別会計 
 

   附属書類 
    令和５年度氷見市各会計歳入歳出決算事項別明細書 
    令和５年度氷見市各会計実質収支に関する調書 
    令和５年度氷見市財産に関する調書 
   
第２ 審 査 の 期 間 
    令和６年７月２日から同年８月２３日まで 
 
第３ 審 査 の 方 法 
    審査に当たっては、各会計の歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関す

る調書及び財産に関する調書について、関係諸帳簿と計数の照合を行うとともに、

所管課等から説明及び関係書類の提出を求めて審査した。 
 
第４ 審 査 の 結 果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠

して作成されており、関係帳票は適正に表示され、計数は、関係諸帳簿その他証書

類と照合した結果誤りのないものと認められた。 
    審査の概要並びに意見は、以下のとおりである。 
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１ 決 算 の 総 括 
 
（１） 決算の規模 
 当年度の一般会計及び特別会計の決算額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

区　　分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一 般 会 計 26,903,906 25,513,731 1,390,175

特 別 会 計 11,265,033 10,995,387 269,646

合　　　計 38,168,939 36,509,118 1,659,821  
 
また、一般会計と各特別会計間の繰入金、繰出金の重複額１，４２３，７０９千円を差

し引いた純計決算額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

区　　分 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一 般 会 計 26,881,840 24,112,088 2,769,752

特 別 会 計 9,863,390 10,973,321 -1,109,931

合　　　計 36,745,230 35,085,409 1,659,821  
  
各会計相互間の繰入、繰出による重複額は、次のとおりである。 

（単位　千円）

繰　　入 繰　　出

22,066 1,401,643

1,401,643 22,066

国 民 健 康 保 険 306,759 0

育 英 資 金 0 0

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 889,939 22,066

介護保険（介護サービス事業勘定） 2,251 0

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 202,694 0

1,423,709 1,423,709

区　　　　　　　　分

一　　　　般　　　　会　　　　計

合　　　　　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計
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（２） 決算収支 
 当年度の一般会計及び特別会計の決算収支の状況は、次のとおりである。 

（単位　千円）

歳入決算額 歳出決算額 形式収支額 翌年度に繰越 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ すべき財源Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一 般 会 計 26,903,906 25,513,731 1,390,175 690,406 699,769

国民健康保険特別会計 4,231,932 4,183,427 48,505 0 48,505

育 英 資 金 特 別 会 計 5,975 5,393 582 0 582

介 護 保 険 特 別 会 計

保 険 事 業 勘 定

介 護 保 険 特 別 会 計

介護サービス事業勘定

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

特 別 会 計

合　　　計 38,168,939 36,509,118 1,659,821 690,406 969,415

区　　　分

19,232

6,204,371

19,232 0

2,596

0 217,963

0

217,963

2,596 0

0

5,986,408

803,523 800,927

 
 当年度の一般会計と特別会計を合わせた決算額は、歳入３８，１６８，９３９千円、歳

出３６，５０９，１１８千円で、形式収支額は１，６５９，８２１千円である。 
 この形式収支額１，６５９，８２１千円には翌年度へ繰り越すべき財源６９０，４０６

千円が含まれているので、これを差し引いた９６９，４１５千円が実質収支額である。 
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（３） 財政の構造 
当年度の普通会計における財政状況は、次のとおりである。 

 普通会計とは、各地方公共団体間の財政比較を容易にするために、地方財政統計上用い

られている会計区分で、本市の場合、一般会計と育英資金特別会計を合算し、そこから、

各会計間の繰入金、繰出金の重複額を控除したものを一つの会計とみなしたものである。 
 
ア 歳入の構成 
（ア）経常的収入と臨時的収入 
  普通会計の歳入決算額２６，９０９，８８１千円のうち、経常的収入は１６，６０７，

０６２千円、臨時的収入は１０，３０２，８１９千円である。 
  構成割合は、経常的収入６１．７％、臨時的収入３８．３％である。 

経常的収入の構成比は、前年度より０．１ポイント高くなっている。 
経常的収入と臨時的収入を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

16,607,062 61.7 16,590,136 59.5 16,926 0.1

10,302,819 38.3 11,273,533 40.5 -970,714 -8.6

26,909,881 100.0 27,863,669 100.0 -953,788 -3.4

増減率
令和４年度令和５年度

合　　計

経 常 的 収 入

臨 時 的 収 入

区　　分

 
（イ）自主財源と依存財源 
  歳入決算額２６，９０９，８８１千円の財源内容は、自主財源９，９８５，２０７千

円、依存財源１６，９２４，６７４千円である。 
  構成割合は、自主財源３７．１％、依存財源６２．９％である。 
  自主財源の構成比は、前年度より３．３ポイント高くなっている。 
  自主財源と依存財源を前年度と比較すると、次のとおりである。 
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（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

9,985,207 37.1 9,662,646 34.7 322,561 3.3

市 税 5,442,426 20.2 5,353,010 19.2 89,416 1.7

分 担 金 及 び負 担金 448,089 1.7 452,590 1.6 -4,501 -1.0

使 用 料 及 び手 数料 210,516 0.8 211,445 0.8 -929 -0.4

財 産 収 入 21,890 0.1 55,237 0.2 -33,347 -60.4

寄 附 金 907,377 3.4 623,532 2.2 283,845 45.5

繰 入 金 1,197,972 4.5 1,566,175 5.6 -368,203 -23.5

繰 越 金 1,039,616 3.9 666,340 2.4 373,276 56.0

諸 収 入 717,321 2.7 734,317 2.6 -16,996 -2.3

16,924,674 62.9 18,201,023 65.3 -1,276,349 -7.0

地 方 譲 与 税 239,294 0.9 237,356 0.9 1,938 0.8

利 子 割 交 付 金 1,983 0.0 2,589 0.0 -606 -23.4

配 当 割 交 付 金 37,177 0.1 32,471 0.1 4,706 14.5

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金 40,407 0.2 23,028 0.1 17,379 75.5

法 人 事 業 税 交 付 金 85,252 0.3 81,662 0.3 3,590 4.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,083,745 4.0 1,103,652 4.0 -19,907 -1.8

ゴルフ場利用税交付金 9,454 0.0 9,980 0.0 -526 -5.3

自動車取得税交 付金 0 0.0 459 0.0 -459 皆減

環 境 性 能 割
交 付 金 25,865 0.1 21,681 0.1 4,184 19.3

地方特例交付金 33,024 0.1 28,180 0.1 4,844 17.2

地 方 交 付 税 7,529,483 28.0 7,147,681 25.7 381,802 5.3

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 3,194 0.0 3,742 0.0 -548 -14.6

国 庫 支 出 金 3,949,851 14.7 4,808,468 17.3 -858,617 -17.9

県 支 出 金 1,803,459 6.7 1,903,993 6.8 -100,534 -5.3

市 債 2,082,486 7.7 2,796,081 10.0 -713,595 -25.5

26,909,881 100.0 27,863,669 100.0 -953,788 -3.4

令和５年度

合　　計

区　　分 増減率
令和４年度

 依　存　財　源

 自　主　財　源
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イ 歳出の構成 
 普通会計の歳出決算額を性質別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

特　　定 一　　般

義務的経費 10,526,345 3,410,495 7,115,850 41.2 10,083,401

人 件 費 3,600,744 677,528 2,923,216 14.1 3,620,113

扶 助 費 4,498,946 2,704,485 1,794,461 17.6 4,012,422

公 債 費 2,426,655 28,482 2,398,173 9.5 2,450,866

投資的経費 3,222,941 2,769,590 453,351 12.6 4,746,558

普通建設事業費 2,958,007 2,603,692 354,315 11.6 4,568,754

災害復旧事業費 264,934 165,898 99,036 1.0 177,804

その他の経費 11,769,838 3,630,627 8,139,211 46.1 11,994,094

物 件 費 3,860,183 1,487,696 2,372,487 15.1 3,784,326

維 持 補 修 費 283,929 52,962 230,967 1.1 317,063

補 助 費 等 2,811,186 479,519 2,331,667 11.0 2,959,693

積 立 金 1,792,355 772,416 1,019,939 7.0 1,971,192

繰 出 金 2,101,226 310,254 1,790,972 8.2 2,066,033

出資金・貸付金 920,959 527,780 393,179 3.6 895,787

25,519,124 9,810,712 15,708,412 100.0 26,824,053

令　和　５　年　度

（財源別）

合　　計

区　　分 財　源　内　訳
決　算　額 決　算　額構成比

 
 
 

経常的 臨時的

義務的経費 10,526,345 9,620,922 905,423 41.2 10,083,401

人 件 費 3,600,744 3,481,906 118,838 14.1 3,620,113

扶 助 費 4,498,946 3,712,361 786,585 17.6 4,012,422

公 債 費 2,426,655 2,426,655 0 9.5 2,450,866

投資的経費 3,222,941 0 3,222,941 12.6 4,746,558

普通建設事業費 2,958,007 0 2,958,007 11.6 4,568,754

災害復旧事業費 264,934 0 264,934 1.0 177,804

その他の経費 11,769,838 5,825,814 5,944,024 46.1 11,994,094

物 件 費 3,860,183 2,310,030 1,550,153 15.1 3,784,326

維 持 補 修 費 283,929 109,727 174,202 1.1 317,063

補 助 費 等 2,811,186 1,346,551 1,464,635 11.0 2,959,693

積 立 金 1,792,355 0 1,792,355 7.0 1,971,192

繰 出 金 2,101,226 2,055,726 45,500 8.2 2,066,033

出資金・貸付金 920,959 3,780 917,179 3.6 895,787

25,519,124 15,446,736 10,072,388 100.0 26,824,053

決　算　額
経　費　区　分

構成比 決　算　額

合　　計

区　　分

令　和　５　年　度

（経常・臨時別）
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 令　和　４　年　度

増減率

特　　定 一　　般 特　　定 一　　般

3,539,849 6,543,552 37.6 442,944 -129,354 572,298 4.4

652,162 2,967,951 13.5 -19,369 25,366 -44,735 -0.5

2,859,205 1,153,217 15.0 486,524 -154,720 641,244 12.1

28,482 2,422,384 9.1 -24,211 0 -24,211 -1.0

4,349,628 396,930 17.7 -1,523,617 -1,580,038 56,421 -32.1

4,195,108 373,646 17.0 -1,610,747 -1,591,416 -19,331 -35.3

154,520 23,284 0.7 87,130 11,378 75,752 49.0

4,230,970 7,763,124 44.7 -224,256 -600,343 376,087 -1.9

1,550,050 2,234,276 14.1 75,857 -62,354 138,211 2.0

58,931 258,132 1.2 -33,134 -5,969 -27,165 -10.5

308,329 2,651,364 11.0 -148,507 171,190 -319,697 -5.0

1,488,230 482,962 7.3 -178,837 -715,814 536,977 -9.1

317,190 1,748,843 7.7 35,193 -6,936 42,129 1.7

508,240 387,547 3.3 25,172 19,540 5,632 2.8

12,120,447 14,703,606 100.0 -1,304,929 -2,309,735 1,004,806 -4.9

（単位　千円、％）

財　源　内　訳

比  較  増  減 

財　源　内　訳
決　算　額構成比

 
 
 

 令　和　４　年　度

増減率

経常的 臨時的 経常的 臨時的

9,542,454 540,947 37.6 442,944 78,468 364,476 4.4

3,483,851 136,262 13.5 -19,369 -1,945 -17,424 -0.5

3,607,737 404,685 15.0 486,524 104,624 381,900 12.1

2,450,866 0 9.1 -24,211 -24,211 0 -1.0

0 4,746,558 17.7 -1,523,617 0 -1,523,617 -32.1

0 4,568,754 17.0 -1,610,747 0 -1,610,747 -35.3

0 177,804 0.7 87,130 0 87,130 49.0

5,685,706 6,308,388 44.7 -224,256 140,108 -364,364 -1.9

2,034,932 1,749,394 14.1 75,857 275,098 -199,241 2.0

105,962 211,101 1.2 -33,134 3,765 -36,899 -10.5

1,523,563 1,436,130 11.0 -148,507 -177,012 28,505 -5.0

0 1,971,192 7.3 -178,837 0 -178,837 -9.1

2,018,009 48,024 7.7 35,193 37,717 -2,524 1.7

3,240 892,547 3.3 25,172 540 24,632 2.8

15,228,160 11,595,893 100.0 -1,304,929 218,576 -1,523,505 -4.9

経　費　区　分 経　費　区　分
構成比 決　算　額

（単位　千円、％）

比  較  増  減 
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 さらに投資的経費の財源を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減

国 庫 支 出 金 608,156 18.9 1,167,124 24.6 -558,968 -47.9

県 支 出 金 376,347 11.7 498,375 10.5 -122,028 -24.5

使用料及び手数料 14,652 0.5 23,000 0.5 -8,348 -36.3

分担金・負担金等 2,762 0.1 3,828 0.1 -1,066 -27.8

財 産 収 入 932 0.0 2,160 0.0 -1,228 -56.9

繰 入 金 40,940 1.3 47,025 1.0 -6,085 -12.9

諸 収 入 5,224 0.2 40,192 0.8 -34,968 -87.0

繰 越 金 0 0.0 30,024 0.6 -30,024 -100.0

市 債 1,720,577 53.4 2,537,900 53.5 -817,323 -32.2

一 般 財 源 453,351 14.1 396,930 8.4 56,421 14.2

合　　計 3,222,941 100.0 4,746,558 100.0 -1,523,617 -32.1

令和５年度 令和４年度
増減率区　　分

 
 性質別経費構成比の年度別推移は、次のとおりである。 

（単位　％）

区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

義 務 的 経 費 39.9 33.6 39.6 37.6 41.3

投 資 的 経 費 19.7 16.4 17.4 17.7 12.6

その他の経費 40.4 50.0 43.0 44.7 46.1

合　 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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ウ 財政分析 
 財政状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

区　　分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率
令和４年度
類似団体

基 準 財 政 収 入 額 5,181,792 5,053,814 127,978 2.5 5,004,622

基 準 財 政 需 要 額 10,960,575 10,935,314 25,261 0.2 9,451,817

経 常 一 般 財 源 12,807,636 12,827,108 -19,472 -0.2 11,080,786

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 11,176,264 11,163,636 12,628 0.1 10,208,093

標 準 財 政 規 模 12,297,935 12,365,400 -67,465 -0.5 10,963,095

地 方 債 現 在 高 24,732,284 25,001,157 -268,873 -1.1

（注）令和４年度類似団体は、人口５万人未満で、産業構造の比率が第２次・第３次産業

９０％以上で第３次産業６５％未満の都市（区分Ⅰ―２） 
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主要財務比率の年度別推移は、次のとおりである。 
 

氷 見 市 0.47 0.48 0.47 0.46 0.46

類似団体 0.57 0.57 0.56 0.55

氷 見 市 88.9 88.0 81.4 85.9 86.7

類似団体 92.4 91.3 87.0 90.6

氷 見 市 11.2 11.3 11.5 11.5 11.8

類似団体 9.2 8.6 8.3 8.4

経 常 収 支 比 率

区　　　　分

財 政 力 指 数

令和３年度

(％)

令和４年度

実質公債費比率 (％)

令和５年度令和元年度令和２年度

 

 
（ア）財政力指数 

基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で、財政力

を示す指数である。この数値が１に近く、あるいは１を超えるほど、財源に余裕がある

ものとされている。 
当年度の指数は０．４６で前年度と同数である。 

（イ）経常収支比率 
経常的に収入される一般財源等のうち、人件費等の経常的に支出される経費に充当さ

れる一般財源が占める割合を示すもので、財政構造の弾力性を示す指標である。一般的

には７５％程度が妥当であり、８０％を超えると弾力性が失われつつあるとされている。 
当年度は８６．７％で、前年度に比べると０．８ポイント高くなっている。 

（ウ）実質公債費比率 
地方債の元利償還金や公営企業債に対する繰出金等の公債費に準ずるものに充当され

た一般財源等の標準財政規模に対する比率の過去３年間の平均値で、実質的な公債費の

負担の程度を示す指標である。 
この率が１８％以上になると起債にあたり許可が必要となり、２５％以上になると地

方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政健全化団体となり、財政健全化計

画を策定するものとなる。 
当年度は１１．８％で、前年度に比べると０．３ポイント高くなっている。 
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（４） 市債の状況 
 当年度の市債の状況は、次のとおりである。 

（単位　千円）

令和４年度末 令和５年度末

残　　高 発行額Ａ 償還額Ｂ 差引(A－B) 残　　高

　一　般　会　計 25,001,157 2,082,486 2,351,359 -268,873 24,732,284

普 通 債 6,559,721 260,300 1,078,363 -818,063 5,741,658

災 害 復 旧 債 225,892 121,100 32,377 88,723 314,615

辺 地 対 策 事 業 債 1,439,120 92,200 228,655 -136,455 1,302,665

過 疎 対 策 事 業 債 8,795,556 1,381,400 162,289 1,219,111 10,014,667

地方道路整備臨時貸付金 50,530 0 8,390 -8,390 42,140

市町村振興協会貸付金 300,975 0 69,000 -69,000 231,975

地域総合整備資金貸付金 0 19,000 0 19,000 19,000

減 税 補 て ん 債 等 7,629,363 82,586 772,285 -689,699 6,939,664

歳 入 欠 か ん 債 0 1,400 0 1,400 1,400

災 害 対 策 債 0 124,500 0 124,500 124,500

区　　　分
令和５年度中

 
一般会計の当年度末残高は２４，７３２，２８４千円で、前年度末残高２５，００１，

１５７千円と比べると２６８，８７３千円（１．１％）減少している。 
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（５） 債務負担行為の状況   
 当年度の債務負担行為の状況は、次のとおりである。 

令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率

　債務負担行為限度額 12,865,586 16,117,053 -3,251,467 -20.2

一 般 会 計 11,236,929 13,581,825 -2,344,896 -17.3

特 別 会 計 1,628,657 2,535,228 -906,571 -35.8

　当年度末支出済累計額 4,776,550 6,311,477 -1,534,927 -24.3

一 般 会 計 4,333,229 5,152,649 -819,420 -15.9

特 別 会 計 443,321 1,158,828 -715,507 -61.7

　翌年度以降支出予定額 6,149,057 6,775,378 -626,321 -9.2

一 般 会 計 5,015,124 5,448,719 -433,595 -8.0

特 別 会 計 1,133,933 1,326,659 -192,726 -14.5

（注）債務保証及び損失補償に係る債務負担行為の額は含まれていない。

区　　分

(単位　千円、％）

 
 
一般・特別会計合計の翌年度以降支出予定額は６，１４９，０５７千円で、前年度６，

７７５，３７８千円と比べると６２６，３２１千円（９．２％）減少している。 
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２ 一 般 会 計 
 
（１） 決算の概要 
 予算現額２９，４１５，０８４千円に対し、歳入決算額は２６，９０３，９０６千円（９

１．５％）、歳出決算額は２５，５１３，７３１千円（８６．７％）、歳入歳出差引額は１，

３９０，１７５千円となり、翌年度へ繰越すべき財源６９０，４０６千円を差し引いた実

質収支額は６９９，７６９千円となっている。 
この実質収支額から前年度実質収支額９８２，３８３千円を差し引いた単年度収支の額

は２８２，６１４千円の赤字となっている。 
 決算額を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 29,415,084 26,903,906 25,513,731 1,390,175 690,406 699,769

令 和 ４ 年 度 29,431,856 27,863,434 26,824,402 1,039,032 56,649 982,383

比 較 増 減 -16,772 -959,528 -1,310,671 351,143 633,757 -282,614

増 減 率 -0.1 -3.4 -4.9 1,118.7

区　分
翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

予算現額

 

（２） 歳 入 
 歳入の決算は、予算現額２９，４１５，０８４千円に対し、調定額２７，９４５，５５

８千円、収入済額２６，９０３，９０６千円、不納欠損額１２，８６８円、収入未済額１，

０２８，７８４千円である。 
 収入率は、予算現額に対し、９１．５％、調定額に対し９６．３％である。 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

不　納 収　入

欠損額 未済額 対予算 対調定

令 和 ５ 年 度 29,415,084 27,945,558 26,903,906 12,868 1,028,784 91.5 96.3

令 和 ４ 年 度 29,431,856 28,541,123 27,863,434 5,649 672,040 94.7 97.6

比 較 増 減 -16,772 -595,565 -959,528 7,219 356,744

増 減 率 -0.1 -2.1 -3.4 127.8 53.1

（注）収入済額には還付未済額を含む。

区　分 予算現額 調　定　額 収入済額
収　入　率
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 予算額に対する款別決算の状況は、次のとおりである。 

歳　入 （単位　千円、％）

予算現額 収入済額 比較増減 収入率

1 市 税 5,414,063 5,442,426 28,363 100.5

2 地 方 譲 与 税 239,294 239,294 0 100.0

3 利 子 割 交 付 金 1,983 1,983 0 100.0

4 配 当 割 交 付 金 37,177 37,177 0 100.0

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 40,407 40,407 0 100.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 85,252 85,252 0 100.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,083,745 1,083,745 0 100.0

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9,453 9,454 1 100.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 － － － －

9 環 境 性 能 割 交 付 金 25,865 25,865 0 100.0

10 地 方 特 例 交 付 金 33,024 33,024 0 100.0

11 地 方 交 付 税 7,529,483 7,529,483 0 100.0

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 3,194 3,194 0 100.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 15,288 10,761 -4,527 70.4

14 使 用 料 及 び 手 数 料 209,015 208,692 -323 99.8

15 国 庫 支 出 金 4,632,774 3,949,851 -682,923 85.3

16 県 支 出 金 2,519,372 1,803,459 -715,913 71.6

17 財 産 収 入 23,918 21,871 -2,047 91.4

18 寄 附 金 918,087 907,377 -10,710 98.8

19 繰 入 金 1,283,820 1,197,972 -85,848 93.3

20 繰 越 金 1,039,031 1,039,031 0 100.0

21 諸 収 入 1,344,353 1,151,102 -193,251 85.6

22 市 債 2,926,486 2,082,486 -844,000 71.2

29,415,084 26,903,906 -2,511,178 91.5

（注）収入済額には還付未済額を含む。

款

合　　　計
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第 １ 款  市       税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 市 民 税 2,452,238 2,563,076 2,463,187 3,739 96,150 96.1 2,406,473 102.4

2 固 定 資 産 税 2,478,216 2,706,568 2,492,568 8,244 205,756 92.1 2,462,075 101.2

3 軽 自 動 車 税 178,942 179,788 173,482 562 5,744 96.5 170,797 101.6

4 市 た ば こ 税 284,717 291,702 291,702 0 0 100.0 292,853 99.6

5 入 湯 税 19,950 21,563 21,487 0 76 99.6 20,812 103.2

5,414,063 5,762,697 5,442,426 12,545 307,726 94.4 5,353,010 101.7

（注）収入済額には還付未済額を含む。

項 予算現額 調定額

計

 
ア 市税の決算額５，４４２，４２６千円は、予算額５，４１４，０６３千円に対し、２

８，３６３千円（０．５％）の増である。 
イ 調定額５，７６２，６９７千円に対して、収入率は９４．４％で前年度と比較して０．

１ポイント低くなっている。 
ウ 決算額５，４４２，４２６千円は、前年度決算額５，３５３，０１０千円に比べ、８

９，４１６千円（１．７％）の増である。 
  決算額５，４４２，４２６千円の内訳は、市民税２，４６３，１８７千円、固定資産

税２，４９２，５６８千円、軽自動車税１７３，４８２千円、市たばこ税２９１，７０

２千円、入湯税２１，４８７千円である。なお、市税収入済額５，４４２，４２６千円

には、過誤納金還付未済額３０１千円が含まれている。 
エ 市税滞納額は３０７，７２６千円で、前年度３０４，６０８千円に比べ、３，１１８

千円（１．０％）の増である。なお、収入率は現年課税分で、９８．９％（前年度９９．

０％）、滞納繰越分で１４．６％（前年度１４．７％）となっている。 



 16 

本年度滞納市税の内容は、次のとおりである。 
  市民税     ９６，１５０千円 
        （現年課税分１７，９３６千円、滞納繰越分 ７８，２１３千円） 
  固定資産税  ２０５，７５６千円 
        （現年課税分３９，５３２千円、滞納繰越分１６６，２２４千円） 
  軽自動車税    ５，７４４千円 
        （現年課税分 １，８１８千円、滞納繰越分  ３，９２６千円） 
オ 不納欠損処分額は１２，５４５千円（９０８件）で、前年度の５，３２９千円（７２

８件）より金額で７，２１６千円（１３５．４％）の増、件数で１８０件の増である。 
不納欠損処分額を税別にみると、次のとおりである。 

  市民税       ３，７３９千円  （２５３件） 
  固定資産税     ８，２４４千円  （５９２件） 
  軽自動車税       ５６２千円   （６３件） 
 

（単位　千円、％）

不　納 収　入

欠損額 未済額 対予算 対調定

令 和
３ 年 度 4,860,643 5,055,230 5,003,057 51 52,122 102.9 99.0

現年課税分
令 和
４ 年 度 5,250,179 5,364,633 5,309,260 11 55,362 101.1 99.0

令 和
５ 年 度 5,360,708 5,457,167 5,397,683 121 59,363 100.7 98.9

令 和
３ 年 度 59,357 323,964 63,685 15,079 245,200 107.3 19.7

滞納繰越分
令 和
４ 年 度 51,206 298,314 43,750 5,318 249,246 85.4 14.7

令 和
５ 年 度 53,355 305,530 44,743 12,424 248,363 83.9 14.6

令 和
３ 年 度 4,920,000 5,379,194 5,066,742 15,130 297,322 103.0 94.2

合　　計
令 和
４ 年 度 5,301,385 5,662,947 5,353,010 5,329 304,608 101.0 94.5

令 和
５ 年 度 5,414,063 5,762,697 5,442,426 12,545 307,726 100.5 94.4

（注）収入済額には還付未済額を含む。

市 税 の 調 定 ・ 収 納 状 況

区　分 予算現額 調定額 収入済額
収入率
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第 ２ 款  地 方 譲 与 税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地方揮発油譲与税 53,799 53,799 53,799 0 0 100.0 53,604 100.4

2 自動車重量譲与税 162,189 162,189 162,189 0 0 100.0 160,446 101.1

3 森 林 環 境 譲 与 税 23,306 23,306 23,306 0 0 100.0 23,306 100.0

239,294 239,294 239,294 0 0 100.0 237,356 100.8

項 予算現額 調定額

計

ア 地方譲与税の決算額２３９，２９４千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２３９，２９４千円は、前年度決算額２３７，３５６千円に比べ、１，９３８

千円（０．８％）の増である。決算額２３９，２９４千円の内訳は、地方揮発油譲与税

５３，７９９千円、自動車重量譲与税１６２，１８９千円及び森林環境譲与税２３，３

０６千円である。 
 
第 ３ 款  利 子 割 交 付 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 利 子 割 交 付 金 1,983 1,983 1,983 0 0 100.0 2,589 76.6

項 予算現額 調定額

ア 利子割交付金の決算額１，９８３千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額１，９８３千円は、前年度決算額２，５８９千円に比べ、６０６千円（２３．

４％）の減である。 
 
第 ４ 款  配 当 割 交 付 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 配 当 割 交 付 金 37,177 37,177 37,177 0 0 100.0 32,471 114.5

項 予算現額 調定額

ア 配当割交付金の決算額３７，１７７千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額３７，１７７千円は、前年度決算額３２，４７１千円に比べ、４，７０６千円

（１４．５％）の減である。 
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第 ５ 款  株式等譲渡所得割交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 株式等譲渡所得

割 交 付 金 40,407 40,407 40,407 0 0 100.0 23,028 175.5

項 予算現額 調定額

ア 株式等譲渡所得割交付金の決算額４０，４０７千円は、予算額と同等である。 
イ 決算額４０，４０７千円は、前年度決算額２３，０２８千円に比べ、１７，３７９千

円（７５．５％）の増である。 
 
第 ６ 款  法人事業税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 法 人 事 業 税

交 付 金 85,252 85,252 85,252 0 0 100.0 81,662 104.4

項 予算現額 調定額

ア 法人事業税交付金の決算額８５，２５２千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額８５，２５２千円は、前年度決算額８１，６６２千円に比べ、３，５９０千円

（４．４％）の増である。 
 
第 ７ 款  地方消費税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 消 費 税

交 付 金 1,083,745 1,083,745 1,083,745 0 0 100.0 1,103,652 98.2

項 予算現額 調定額

ア 地方消費税交付金の決算額１，０８３，７４５千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額１，０８３，７４５千円は、前年度決算額１，１０３，６５２千円に比べ、１

９，９０７千円（１．８％）の減である。 
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第 ８ 款  ゴルフ場利用税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 ゴルフ場利用税

　　交　付　金 9,453 9,454 9,454 0 0 100.0 9,980 94.7

項 予算現額 調定額

ア ゴルフ場利用税交付金の決算額９，４５４千円は、予算額９，４５３千円に対し、１ 
千円（０．０％）の増である。 

イ 決算額９，４５４千円は、前年度決算額９，９８０千円に比べ、５２６千円（５．３％）

の減である。 
 

  自動車取得税交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 自動車取得税

　　交　付　金 － － － － － － 459 皆減

項 予算現額 調定額

ア 自動車取得税交付金は前年度決算額４５９千円から、皆減している。 
 
第 ９ 款  環境性能割交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 環 境 性 能 割

　　交　付　金 25,865 25,865 25,865 0 0 100.0 21,681 119.3

項 予算現額 調定額

ア 環境性能割交付金の決算額２５，８６５千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額２５，８６５千円は、前年度決算額２１，６８１千円に比べ、４，１８４千円

（１９．３％）の増である。 
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第 10 款  地方特例交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 特 例 交 付 金 26,248 26,248 26,248 0 0 100.0 28,180 93.1

2 新型コロナウイルス感染症対策

地方税減収補填特別交付金 6,776 6,776 6,776 0 0 100.0 ― 皆増

33,024 33,024 33,024 0 0 100.0 28,180 117.2

項 予算現額 調定額

計

ア 地方特例交付金の決算額３３，０２４千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額３３，０２４千円は、前年度決算額２８，１８０千円に比べ、４，８４４千円

（１７．２％）の増である。 
 
第 11 款  地 方 交 付 税 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 地 方 交 付 税 7,529,483 7,529,483 7,529,483 0 0 100.0 7,147,681 105.3

（普通交付税） 5,779,333 5,779,333 5,779,333 0 0 100.0 5,901,419 97.9

（特別交付税） 1,750,150 1,750,150 1,750,150 0 0 100.0 1,246,262 140.4

項 予算現額 調定額

ア 地方交付税の決算額７，５２９，４８３千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額７，５２９，４８３千円は、前年度決算額７，１４７，６８１千円に比べ、３

８１，８０２千円（５．３％）の減である。 
 
第 12 款  交通安全対策特別交付金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 交通安全対策

　　特別交付金 3,194 3,194 3,194 0 0 100.0 3,742 85.4

項 予算現額 調定額

ア 交通安全対策特別交付金の決算額３，１９４千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額３，１９４千円は、前年度決算額３，７４２千円に比べ、５４８千円（１４．

６％）の減である。 
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第 13 款  分担金及び負担金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 分 担 金 1,711 1,727 1,347 0 380 78.0 2,798 48.1

2 負 担 金 13,577 10,673 9,414 323 936 88.2 29,406 32.0

15,288 12,400 10,761 323 1,316 86.8 32,204 33.4

項 予算現額 調定額

計

ア 分担金及び負担金の決算額１０，７６１千円は、予算額１５，２８８千円に対し、４，

 ５２７千円（２９．６％）の減である。 
イ 決算額１０，７６１千円は、前年度決算額３２，２０４千円に比べ、２１，４４３千

円（６６．６％）の減である。これは、主に負担金の保育所費負担金が減となったこと

によるものである。 
ウ 決算額の主なものは、負担金の保育所費負担金（現年）６，８６４千円、分担金の漁

港整備事業費分担金１，２６２千円などである。 
エ 収入未済額１，３１６千円は、負担金の保育所費負担金（過年度分）９３６千円、分

担金の農林施設災害復旧費分担金（現年）３８０千円である。 
オ 不能欠損額３２３千円は、負担金の保育所費負担金（過年度分）である。 
 
第 14 款  使用料及び手数料 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 使 用 料 126,742 132,844 128,426 0 4,418 96.7 123,063 104.4

2 手 数 料 82,273 80,266 80,266 0 0 100.0 81,058 99.0

209,015 213,110 208,692 0 4,418 97.9 204,121 102.2

項 予算現額 調定額

計

ア 使用料及び手数料の決算額２０８，６９２千円は、予算額２０９，０１５千円に対し、

 ３２３千円（０．２％）の減である。 
イ 決算額２０８，６９２千円は、前年度決算額２０４，１２１千円に比べ、４，５７１

千円（２．２％）の増である。これは、使用料の小規模企業団地使用料、住宅使用料、手

数料の持込ごみ処理手数料などで減となったが、使用料の合葬施設使用料、手数料の戸籍

住民基本台帳手数料などで増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、使用料の住宅使用料４３，７８９千円、市道占用料１８，８９

９千円、斎場使用料１８，５２０千円、手数料の持込ごみ処理手数料４５，２７１千円、
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戸籍住民基本台帳手数料１９，５０４千円、し尿収集手数料１０，９８４千円などであ

る。 
エ 収入未済額４，４１８千円は、使用料の住宅使用料４，３０９千円、漁港使用料１０

９千円である。 
 
第 15 款  国 庫 支 出 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 国 庫 負 担 金 1,459,761 1,341,082 1,332,410 0 8,672 99.4 1,383,791 96.3

2 国 庫 補 助 金 3,167,026 3,066,633 2,607,887 0 458,746 85.0 3,415,722 76.3

3 委 託 金 5,987 9,554 9,554 0 0 100.0 8,955 106.7

4,632,774 4,417,269 3,949,851 0 467,418 89.4 4,808,468 82.1

項 予算現額 調定額

計

ア 国庫支出金の決算額３，９４９，８５１千円は、予算額４，６３２，７７４千円に対

 し、６８２，９２３千円（１４．７％）の減である。 
イ 決算額３，９４９，８５１千円は、前年度決算額４，８０８，４６８千円に比べ、８

５８，６１７千円（１７．９％）の減である。これは、国庫補助金の物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金、災害等廃棄物処理事業費補助金（能登半島地震災害関連）な

どで増となったものの、国庫補助金の都市構造再編集中支援事業費補助金、物価高緊急

支援給付金支給事業費補助金、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金などで減となっ

たことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、国庫負担金の障害者自立支援事業費負担金５２０，５６９千円、

児童手当費負担金３１４，１８７千円、国庫補助金の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金３９４，８９８千円、子どものための教育・保育事業費交付金５３６，

１４６千円、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金３８２，０７５千円などである。 
エ 収入未済額４６７，４１８千円は、国庫補助金の災害廃棄物処理事業費補助金（能登

半島地震災害関連）２９１，７２２千円、社会資本整備総合交付金１０１，１９４千円、

道路更新防災等対策事業費補助金３５，０８５千円ほか５件で、翌年度に繰り越された

事業に係る特定財源などである。 
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第 16 款  県 支 出 金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 県 負 担 金 1,149,278 892,119 892,119 0 0 100.0 849,810 105.0

2 県 補 助 金 1,258,367 1,033,971 796,087 0 237,884 77.0 925,516 86.0

3 委 託 金 111,727 115,253 115,253 0 0 100.0 128,667 89.6

2,519,372 2,041,343 1,803,459 0 237,884 88.3 1,903,993 94.7

項 予算現額 調定額

計

ア 県支出金の決算額１，８０３，４５９千円は、予算額２，５１９，３７２千円に対し、

 ７１５，９１３千円（２８．４％）の減である。 
イ 決算額１，８０３，４５９千円は、前年度決算額１，９０３，９９３千円に比べ、１

００，５３４千円（５．３％）の減である。これは、県負担金の災害見舞金負担金（能

登半島地震災害関連）、県補助金の地籍調査事業費補助金などで増となったが、県補助

金の地域材活用施設整備事業費補助金、農林施設災害復旧費補助金（現年）、などで減

となったことによるものである。 
ウ 決算の主なものは、県負担金の保育所運営費負担金２５２，９３３千円、保険基盤安

定負担金２３８，３４５千円、障害者自立支援事業費負担金２５４，３７５千円、県補

助金の多面的機能支払交付金１０５，８３１千円などである。 
エ 収入未済額２３７，８８４千円は、県補助金の農林施設災害復旧費補助金（現年）７

５，４７３千円ほか１０件で、翌年度に繰り越された事業に係る特定財源などである。 
 
第 17 款  財 産 収 入 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 財 産 運 用 収 入 23,916 19,559 19,160 0 399 98.0 18,670 102.6

2 財 産 売 払 収 入 2 2,711 2,711 0 0 100.0 36,549 7.4

23,918 22,270 21,871 0 399 98.2 55,219 39.6

項 予算現額 調定額

計

ア 財産収入の決算額２１，８７１千円は、予算額２３，９１８千円に対し、２，０４７ 
千円（８．６％）の減である。 

イ 決算額２１，８７１千円は、前年度決算額５５，２１９千円に比べ、３３，３４８千

円（６０．４％）の減である。これは、主に財産売払収入の不動産売払収入で減となっ

たことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、財産運用収入の土地建物貸付料１４，９６９千円などである。 
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エ 収入未済額３９９千円は、土地建物貸付料である。 
 
第 18 款  寄  附  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 寄 附 金 918,087 907,377 907,377 0 0 100.0 623,532 145.5

項 予算現額 調定額

ア 寄附金の決算額９０７，３７７千円は、予算額９１８，０８７千円に対し、１０，７

 １０千円（１．２％）の減である。 
イ 決算額９０７，３７７千円は、前年度決算額６２３，５３２千円に比べ、２８３，８

４５千円（４５．５％）の増である。これは、ふるさとづくり基金寄附金、企業版ふる

さと応援寄附金などで増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、ふるさとづくり基金寄付金５２４，５１４千円、教育文化振興

基金寄付金１５１，６６７千円、企業版ふるさと応援寄附金１２２，０００千円、社会

福祉事業振興基金寄附金４７，８６４千円、などである。 
  なお、これら寄附金のうち、いわゆるふるさと納税に該当するものは、７４８，７６

３千円（３１，９７４件）であり、これには返礼を要しない災害支援分７８，３４９千

円（７，６６１件）を含んでいる。 
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第 19 款  繰  入  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 特別会計繰入金 29,346 26,453 26,453 0 0 100.0 24,909 106.2

2 基 金 繰 入 金 1,254,144 1,171,320 1,171,320 0 0 100.0 1,541,089 76.0

3 財 産 区 繰 入 金 330 199 199 0 0 100.0 177 112.4

1,283,820 1,197,972 1,197,972 0 0 100.0 1,566,175 76.5

項 予算現額 調定額

計

ア 繰入金の決算額１，１９７，９７２千円は、予算額１，２８３，８２０千円に対し、

 ８５，８４８千円（６．７％）の減である。 
イ 決算額１，１９７，９７２千円は、前年度決算額１，５６６，１７５千円に比べ、３

６８，２０３千円（２３．５％）の減である。これは、基金繰入金の財政調整基金繰入

金などで増となったが、基金繰入金の教育文化振興基金繰入金などで減になったことに

よるものである。 
ウ 決算額の主なものは、基金繰入金の財政調整基金繰入金５５８，１１３千円、教育文

化振興基金繰入金１１３，５２５千円、ふるさとづくり基金繰入金４１５，０６６千円

などである。 
 
第 20 款  繰  越  金 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 繰 越 金 1,039,031 1,039,031 1,039,031 0 0 100.0 665,673 156.1

項 予算現額 調定額

ア 繰越金の決算額１，０３９，０３１千円は、予算額と同額である。 
イ 決算額１，０３９，０３１千円は、前年度決算額６６５，６７３千円に比べ、３７３，

３５８千円（５６．１％）の増である。 
ウ 決算額１，０３９，０３１千円から、前年度からの繰越明許費繰越額５６，６４９千

円を差し引いた９８２，３８２千円が実質的な繰越金である。 
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第 21 款  諸  収  入 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 延滞金、加算金

　　　及び過料 2,000 8,758 8,758 0 0 100.0 4,792 182.8

2 市 預 金 利 子 200 115 115 0 0 100.0 60 191.7

3 雑 入 1,342,153 1,151,852 1,142,229 0 9,623 99.2 1,157,625 98.7

1,344,353 1,160,725 1,151,102 0 9,623 99.2 1,162,477 99.0

項 予算現額 調定額

計

ア 諸収入の決算額１，１５１，１０２千円は、予算額１，３４４，３５３千円に対し、

 １９３，２５１千円（１４．４％）の減である。 
イ 決算額１，１５１，１０２千円は、前年度決算額１，１６２，４７７千円に比べ、１

１，３７５千円（１．０％）の減である。これは、雑入のその他雑収入などで増となっ

たが、雑入の高岡地区広域圏事務組合負担金などで減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、雑入の消防職員人件費負担金４３２，５００千円、小口事業資

金あっ旋保証融資預託金元利収入３８９，００８千円、中小企業等振興資金融資預託金

元利収入７５，００１千円、富山県後期高齢者医療広域連合負担金３８，２２５千円、

勤労者福祉資金預託金元利収入３１，０００千円などである。 
エ 収入未済額９，６２３千円は、主に生活保護法に係る徴収金の未納額８，６３９千円、

児童扶養手当返還金の未納額５２８千円、障害者支援施設入所措置に係る利用者負担金

の返還金未納額３９１千円である。 
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第 22 款  市       債 

（単位　千円、％）

収入済額 不　納 収　入 対調定 前 年 度 対前年度

Ａ 欠損額 未済額 収入率 決 算 額 Ｂ 比率A/B

1 市 債 2,926,486 2,082,486 2,082,486 0 0 100.0 2,796,081 74.5

項 予算現額 調定額

ア 市債の決算額２，０８２，４８６千円は、予算額２，９２６，４８６千円に対し、８ 
 ４４，０００千円（２８．８％）の減である。 
イ 決算額２，０８１，４８６千円は、前年度決算額２，７９６，０８１千円に比べ、７

１３，５９５千円（２５．５％）の減である。これは、災害廃棄物処理事業債、公園整

備事業債などで増となったが、新文化交流施設整備事業債などで減となったことによる

ものである。 
ウ 決算額の主なものは、道路整備事業債３１３，３００千円、公園整備事業債２８４，

０００千円、児童福祉施設整備事業債（保育所債）２１２，３００千円、児童福祉施設

整備事業債（児童福祉施設債）１１３，５００千円などである。 
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（３） 歳 出 
 歳出の決算は、予算現額２９，４１５，０８４千円に対し支出済額２５，５１３，７３

１千円で、差引額は３，９０１，３５３千円である。 
 この差引額３，９０１，３５３千円には翌年度繰越額２，３８１，２４３千円が含まれ

ているので、これを差し引いた１，５２０，１１０千円が不用額である。 
 予算の執行率は８６．７％で、前年度より４．４ポイント減少している。 
 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

翌年度

繰越額

令 和 ５ 年 度 29,415,084 25,513,731 86.7 2,381,243 1,520,110 3,901,353

令 和 ４ 年 度 29,431,856 26,824,402 91.1 1,188,461 1,418,993 2,607,454

比 較 増 減 -16,772 -1,310,671 1,192,782 101,117 1,293,899

増 減 率 -0.1 -4.9 100.4 7.1 49.6

予算現額と
決算額との
比 較

区　分 予算現額 不用額支出済額 執行率

 
予算額に対する款別決算の状況は、次のとおりである。 

歳　出 （単位　千円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

1 議 会 費 212,750 205,055 0 7,695 96.4

2 総 務 費 4,099,004 3,751,261 156,488 191,255 91.5

3 民 生 費 7,816,753 6,853,532 653,819 309,402 87.7

4 衛 生 費 4,133,317 3,714,049 165,526 253,742 89.9

5 労 働 費 44,540 41,338 0 3,202 92.8

6 農 林 水 産 業 費 1,481,491 1,198,193 209,083 74,215 80.9

7 商 工 費 1,618,524 1,349,941 0 268,583 83.4

8 土 木 費 3,575,967 2,647,154 674,763 254,050 74.0

9 消 防 費 1,082,412 1,050,378 22,318 9,716 97.0

10 教 育 費 2,316,439 2,125,629 82,721 108,089 91.8

11 災 害 復 旧 費 579,445 150,546 416,525 12,374 26.0

12 公 債 費 2,430,478 2,426,655 0 3,823 99.8

13 予 備 費 23,964 0 0 23,964 ―

29,415,084 25,513,731 2,381,243 1,520,110 86.7

款

合計
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第 １ 款  議   会   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 議 会 費 212,750 205,055 96.4 0 7,695 199,003 103.0

項 予算現額 不用額執行率

ア 議会費の決算額は２０５，０５５千円で、予算額２１２，７５０千円に対し９６．４％ 
の執行率である。 

イ 決算額２０５，０５５千円は、前年度決算額１９９，００３千円に比べ、６，０５２

千円の増である。これは、市議会議員改選経費等で減となったが、委員会行政視察費、

政務活動費、職員給与費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、議員報酬手当等１４８，４６９千円、職員給与費４１，０９６

千円などである。 

 
第 ２ 款  総   務   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 総 務 管 理 費 3,655,513 3,378,804 92.4 114,747 161,962 3,735,290 90.5

2 徴 税 費 256,324 209,071 81.6 25,329 21,924 246,162 84.9

3 戸籍住民基本台帳費 124,082 101,103 81.5 16,412 6,567 127,298 79.4

4 選 挙 費 25,023 24,847 99.3 0 176 74,192 33.5

5 統 計 調 査 費 3,735 3,559 95.3 0 176 2,009 177.2

6 監 査 委 員 費 34,327 33,877 98.7 0 450 33,384 101.5

4,099,004 3,751,261 91.5 156,488 191,255 4,218,335 88.9

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 総務費の決算額は３，７５１，２６１千円で、予算額４，０９９，００４千円に対し 
９１．５％の執行率である。 

イ 決算額３，７５１，２６１千円は、前年度決算額４，２１８，３３５千円に比べ、４

６７，０７４千円（１１．１％）の減である。これは、総務管理費の財政調整基金積立

金、ふるさとづくり基金積立金、防災行政無線システム更改事業費等で増となったが、

総務管理費の減債基金積立金、公共施設等再編整備基金積立金、市町村職員退職手当事

務負担金等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、総務管理費の職員給与費５３４，６７５千円、ふるさとづくり

基金積立金５３３，５８８千円、減債基金積立金５１１，５１９千円、市町村職員退職

手当事務負担金３４６，５５６千円、財政調整基金積立金２９２，３２５千円などであ

る。 
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エ 翌年度繰越額１５６，４８８千円は、繰越明許費（９件）であり、主なものは、総務

管理費の災害復旧地域支援事業（能登半島地震災害関連）７３，３３７千円、空き家活

用まちづくり事業２１，６００千円、徴税費の住家被害認定調査事業（能登半島地震災

害関連）１３，５４８千円、定額減税調整給付事業１１，７８０千円、戸籍住民基本台

帳費の番号制度対応システム改修事業１６，４１２千円などである。 
 
第 ３ 款  民   生   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 社 会 福 祉 費 3,950,364 3,206,250 81.2 625,186 118,928 2,758,937 116.2

2 児 童 福 祉 費 3,485,707 3,344,555 96.0 28,633 112,519 3,248,378 103.0

3 生 活 保 護 費 380,682 302,727 79.5 0 77,955 337,469 89.7

7,816,753 6,853,532 87.7 653,819 309,402 6,344,784 108.0

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 民生費の決算額は６，８５３，５３２千円で、予算額７，８１６，７５３千円に対し 
 ８７．７％の執行率である。 
イ 決算額６，８５３，５３２千円は、前年度決算額６，３４４，７８４千円に比べ、５

０８，７４８千円（８．０％）の増である。これは、社会福祉費の住民税非課税世帯等

臨時特別給付金支給事業費、児童福祉費の公立認定こども園整備事業費等で減となった

が、社会福祉費の物価高対応重点支援給付金支給事業費、物価高支援給付金支給事業費、

災害見舞金支給事業費（能登半島地震災害関連）、障害福祉サービス支給事業費、児童福

祉費の子ども発達支援施設整備事業費、子育て家庭支援給付金支給事業費等で増となっ

たことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、社会福祉費の障害福祉サービス支給事業費１，００５，１１１

千円、介護保険特別会計繰出金８９２，１９０千円、物価高対応重点支援給付金支給事

業費３０５，７８８千円、児童福祉費の民間保育所等施設給付事業費１，２１３，７４

５千円、児童手当支給事業費４５３，１５０千円などである。 
エ 翌年度繰越額６５３，８１９千円は、繰越明許費（１２件）であり、社会福祉費の被

災者生活再建支援事業（能登半島地震災害関連）３４５，３７５千円、物価高対応重点

支援給付金支給事業８３，９０５千円、災害見舞金支給事業（能登半島地震災害関連）

６５，５００千円、災害援護資金貸付金（能登半島地震災害関連）５２，０００千円、

地域密着型介護基盤整備事業費補助金４４，３９７千円、いきいき元気館ＬＥＤ化整備

事業３１，３５０千円、児童福祉費の子育て世帯物価高対応重点支援給付金支給事業２

７，１６８千円などである。 
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第 ４ 款  衛   生   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 保 健 衛 生 費 1,774,142 1,550,559 87.4 38,461 185,122 1,718,689 90.2

2 清 掃 費 861,287 707,202 82.1 127,065 27,020 403,332 175.3

3 衛 生 諸 費 1,497,888 1,456,288 97.2 0 41,600 1,491,294 97.7

4,133,317 3,714,049 89.9 165,526 253,742 3,613,315 102.8

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 衛生費の決算額は３，７１４，０４９千円で、予算額４，１３３，３１７千円に対し 
 ８９．９％の執行率である。 
イ 決算額３，７１４，０４９千円は、前年度決算額３，６１３，３１５千円に比べ、１

００，７３４千円（２．８％）の増である。これは、保健衛生費の新型コロナウイルス

ワクチン接種事業費、合葬施設整備事業費、衛生諸費の病院事業会計繰出金等で減とな

ったが、保健衛生費のエネルギー構造高度化実証事業費、清掃費の災害廃棄物処理事業

費（能登半島地震災害関連）、ごみ収集事業費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、保健衛生費の後期高齢者医療事業費７０２，５８３千円、エネ

ルギー構造高度化実証事業費１７５，６０４千円、新型コロナウイルスワクチン接種事

業費１５９，７８２千円、清掃費の災害廃棄物処理事業費（能登半島地震災害関連）２

４２，７２７千円、衛生諸費の病院事業会計繰出金８６０，２６３千円、国民健康保険

特別会計繰出金３０６，７５９千円、後期高齢者医療事業特別会計繰出金２０２，６９

４千円などである。 
エ 翌年度繰越額１６５，５２６千円は、繰越明許費（５件）であり、保健衛生費のきれ

いな水づくり推進事業２１，７１６千円、エネルギー構造高度化実証事業１３，３８７

千円、地域エネルギー活性化事業２，８３８千円、新型コロナウイルスワクチン接種事

業５２０千円、清掃費の災害廃棄物処理事業（能登半島地震災害関連）１２７，０６６

千円である。 
 
第 ５ 款  労   働   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 労 働 諸 費 44,540 41,338 92.8 0 3,202 40,477 102.1

項 予算現額 執行率 不用額
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ア 労働費の決算額は４１，３３８千円で、予算額４４，５４０千円に対し９２．８％の 
執行率である。 

イ 決算額４１，３３８千円は、前年度決算額４０，４７７千円に比べ、８６１千円（２．

１％）の増である。これは、転勤者用住宅管理運営事業費、雇用・勤労者福祉対策推進

事業費等で増となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、勤労者福祉資金預託金３１，０００千円、転勤者用住宅管理運

営事業費７，９９５千円などである。 
 
第 ６ 款  農 林 水 産 業 費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 農 業 費 540,567 500,955 92.7 20,865 18,747 451,263 111.0

2 林 業 費 252,953 201,920 79.8 36,755 14,278 173,818 116.2

3 農 地 費 413,759 287,674 69.5 96,347 29,738 280,548 102.5

4 水 産 業 費 274,212 207,644 75.7 55,116 11,452 176,893 117.4

1,481,491 1,198,193 80.9 209,083 74,215 1,082,522 110.7

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 農林水産業費の決算額は１，１９８，１９３.千円で、予算額１，４８１，４９１千円 
 に対し８０．９％の執行率である。  
イ 決算額１，１９８，１９３千円は、前年度決算額１，０８２，５２２千円に比べ、１

１５，６７１千円（１０．７％）の増である。これは、農業費のとやまの園芸産地グレ

ードアップ事業費補助金、農地費の県単土地改良事業費等で減となったが、農業費の氷

見市ワインバレー構想活性化事業費、水産業費の漁港機能増進事業費等で増となったこ

とによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、農業費の多面的機能支払事業費１４１，５１５千円、中山間地

域等直接支払事業費８７，６５６千円、氷見市ワインバレー構想活性化事業費６３，５

３６千円、林業費の水と緑の森づくり事業費５４，１８８千円、農地費のため池耐震性

調査事業費５１，９６６千円（うち繰越明許費４，４７７千円）、地籍調査事業費５１，

６６１千円（うち繰越明許費４９，４１１千円）、水産業費の漁港関連施設管理事業費５

１，１８０千円などである。 
エ 翌年度繰越額２０９，０８３千円は、繰越明許費（１２件）、事故繰越し（１件）であ

り、主なものは、農業費の担い手確保・経営強化支援事業２０，８６５千円、林業費の

県単治山事業３４，３７１千円、農地費の地籍調査事業５６，３２０千円（うち事故繰

越し１，５００千円）、県営中山間地域防災減災事業費負担金２０，１４０千円、水産業

費の水産物供給基盤機能保全事業４３，６００千円などである。 
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第 ７ 款  商   工   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 商 工 費 1,618,524 1,349,941 83.4 0 268,583 1,388,041 97.3

項 予算現額 執行率 不用額

ア 商工費の決算額は１，３４９，９４１千円で、予算額１，６１８，５２４千円に対し 
８３．４％の執行率である。 

イ 決算額１，３４９，９４１千円は、前年度決算額１，３８８，０４１千円に比べ、３

８，１００千円（２．７％）の減である。これは、ふるさと納税推進事業費、物価高対

策消費拡大支援事業費、小規模企業団地長寿命化改修事業費等で増となったが、新型コ

ロナウイルス感染症関連経済対策事業費等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、小口事業資金あっ旋融資事業費３８９，３１９千円、ふるさと

納税推進事業費３３９，２３１千円、職員給与費１２７，４８１千円などである。 
 
第 ８ 款  土   木   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 土 木 管 理 費 341,270 302,126 88.5 30,523 8,621 256,842 117.6

2 道路橋りょう費 1,437,543 979,062 68.1 423,466 35,015 996,537 98.2

3 都 市 計 画 費 1,473,276 1,213,559 82.4 87,192 172,525 987,258 122.9

4 住 宅 費 323,878 152,407 47.1 133,582 37,889 53,575 284.5

3,575,967 2,647,154 74.0 674,763 254,050 2,294,212 115.4

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 土木費の決算額は２，６４７，１５４千円で、予算額３，５７５，９６７千円に対し 
７４．０％の執行率である。執行率が低調となった主な要因は、道路橋りょう費の社会

資本整備総合交付金道路改良事業費や道路維持補修事業費（能登半島地震災害関連）、住

宅費の被災住宅応急支援事業（能登半島地震災害関連）等を翌年度へ繰越したことによ

るものである。 
イ 決算額２，６４７，１５４千円は、前年度決算額２，２９４，２１２千円に比べ、３

５２，９４２千円（１５．４％）の増である。これは、道路橋りょう費の橋りょうリフ

レッシュ事業費、上田子地区消雪施設整備事業費等で減となったが、道路橋りょう費の

道路維持補修事業費（能登半島地震災害関連）、除雪機械購入事業費、都市計画費の都市

公園整備事業費、下水道事業会計繰出金、住宅費の被災住宅応急支援事業費（能登半島

地震災害関連）等で増となったことによるものである。 



34 
 

ウ 決算額の主なものは、土木管理費の職員給与費１３５，１４９千円、道路橋りょう費

の除雪対策事業費１８３，７３９千円、社会資本整備総合交付金道路改良事業費１５４，

６２８千円（うち繰越明許費１１４，６９８千円）、都市計画費の下水道事業会計繰出金

５４２，８０９千円、都市公園整備事業費３６９，６１８千円（うち事故繰越し１６２，

０１６千円、うち繰越明許費８８，３０６千円）などである。 
エ 翌年度繰越額６７４，７６３千円は、繰越明許費（２０件）であり、主なものは、道

路橋りょう費の社会資本整備総合交付金道路改良事業１４８，７４１千円、道路維持補

修事業（能登半島地震災害関連）９３，９５０千円、橋りょうリフレッシュ事業８０，

７８０千円、都市計画費のまちなか整備事業６０，３３０千円、住宅費の被災住宅応急

支援事業（能登半島地震災害関連）１０１，４８２千円などである。 
 
第 ９ 款  消   防   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 消 防 費 1,082,412 1,050,378 97.0 22,318 9,716 1,086,180 96.7

項 予算現額 執行率 不用額

ア 消防費の決算額は１，０５０，３７８千円で、予算額１，０８２，４１２千円に対し 
９７．０％の執行率である。 

イ 決算額１，０５０，３７８千円は、前年度決算額１，０８６，１８０千円に比べ、３

５，８０２千円（３．３％）の減である。これは、消防広域事務委託費、職員給与費、

消防庁舎除雪機械購入事業費、地区防災センター整備事業費等で増となったが、消防自

動車購入費、防火水槽整備事業費等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、消防広域事務委託費４９５，９９６千円、職員給与費４２４，

４９２千円、消防自動車購入費４１，０００千円、消防団員報酬３８，７５０千円など

である。 
エ 翌年度繰越額２２，３１８千円は、繰越明許費（２件）であり、消防自動車購入２０，

３１８千円、防火水槽解体撤去事業２，０００千円である。 
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第 10 款  教   育   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 教 育 総 務 費 895,747 859,882 96.0 12,650 23,215 588,457 146.1

2 小 学 校 費 403,536 375,275 93.0 12,859 15,402 346,303 108.4

3 中 学 校 費 263,112 227,468 86.5 17,286 18,358 226,721 100.3

4 社 会 教 育 費 409,574 372,352 90.9 0 37,222 2,545,136 14.6

5 保 健 体 育 費 344,470 290,652 84.4 39,926 13,892 222,246 130.8

2,316,439 2,125,629 91.8 82,721 108,089 3,928,863 54.1

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 教育費の決算額は２，１２５，６２９千円で、予算額２，３１６，４３９千円に対し 
 ９１．８％の執行率である。 
イ 決算額２，１２５，６２９千円は、前年度決算額３，９２８，８６３千円に比べ、１，

８０３，２３４千円（４５．９％）の減である。これは、教育総務費の教育文化振興基

金積立金、中学校費の中学校ＬＥＤ化整備事業費、保健体育費の市民プール・トレーニ

ングセンター長寿命化改修事業費、ふれあいスポーツセンター長寿命化改修事業費等で

増となったが、小学校費の小学校ＩＣＴ環境整備事業費、社会教育費の新文化交流施設

整備事業費等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、教育総務費の教育文化振興基金積立金３５２，１１９千円、職

員給与費１２０，４２６千円、小学校費の小学校管理運営事業費８９，４１５千円、社

会教育費の芸術文化館管理運営事業費１２９，２８７千円、職員給与費８３，５９２千

円、などである。 
エ 翌年度繰越額８２，７２１千円は、繰越明許費（４件）であり、教育総務費の教育文

化センター営繕１２，６５０千円、小学校費の小学校営繕（能登半島地震災害関連）１

２，８５９千円、中学校費の中学校ＬＥＤ化整備事業１７，２８６千円、保健体育費の

ふれあいスポーツセンター長寿命化改修事業３９，９２６千円である。 
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第 11 款  災 害 復 旧 費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対前年度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 農林水産施設

災害復旧費 331,335 92,767 28.0 235,914 2,654 78,959 117.5

2 公共土木施設
災害復旧費 116,034 41,056 35.4 68,049 6,929 98,845 41.5

3 都市
災害復旧費 58,000 9,978 17.2 48,022 0 0 皆増

4 社会福祉施設
災害復旧費 20,900 0 0.0 20,900 0 0 皆増

5 児童福祉施設
災害復旧費 6,225 1,244 20.0 4,981 0 0 皆増

6 公立学校施設
災害復旧費 12,925 859 6.6 10,975 1,091 0 皆増

7 社会教育施設
災害復旧費 34,026 4,642 13.6 27,684 1,700 0 皆増

579,445 150,546 26.0 416,525 12,374 177,804 84.7

項 予算現額 執行率 不用額

計

ア 災害復旧費の決算額は１５０，５４６千円で、予算額５７９，４４５千円に対し２６．

 ０％の執行率である。 
イ 決算額１５０，５４６千円は、前年度決算額１７７，８０４千円に比べ２７，２５８

千円（１５．３％）の減である。これは、農林水産施設災害復旧費の現年農地施設災害

復旧事業費（補助）、公共土木施設災害復旧費の現年公共土木施設災害復旧事業費（補助・

能登半島地震災害関連）等で増となったが、農林水産施設災害復旧費の現年林業施設災

害復旧事業費（補助）、公共土木施設災害復旧費の現年都市災害復旧事業費（補助）、現

年公共土木施設災害復旧事業費（補助）等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、農林水産施設災害復旧費の現年農地施設災害復旧事業費（補助）

７９，９４２千円（うち繰越明許費２８，４０８千円）、公共土木施設災害復旧費の現年

公共土木施設災害復旧事業費（補助）２０，００４千円（うち繰越明許費１６，５９２

千円）などである。 
エ 翌年度繰越額４１６，５２５千円は、繰越明許費（１４件）であり、主なものは、農

林水産施設災害復旧費の現年農地施設災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）１

３８，４３０千円、現年農地施設災害復旧事業（補助）５８，２１８千円、公共土木施

設災害復旧費の現年公共土木施設災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）５０，

０００千円、都市災害復旧費の現年都市災害復旧事業（補助・能登半島地震災害関連）

４８，０２２千円などである。 
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第 12 款  公   債   費 

（単位　千円、％）

支出済額 翌年度 前 年 度 対 前 年 度

Ａ 繰越額 決 算 額 Ｂ 比 率 A/B

1 公 債 費 2,430,478 2,426,655 99.8 0 3,823 2,450,866 99.0

項 予算現額 執行率 不用額

ア 公債費の決算額は２，４２６，６５５千円で、予算額２，４３０，４７８千円に対し 
９９．８％の執行率である。 

イ 決算額２，４２６，６５５千円は、前年度決算額２，４５０，８６６千円に比べ、２

４，２１１千円（１．０％）の減である。これは、起債前借利子で増となったが、長期

債償還元金、長期債支払利子等で減となったことによるものである。 
ウ 決算額の主なものは、長期債償還元金２，３５１，３５９千円、長期債支払利子７２，

４４３千円などである。 
 
第 13 款  予   備   費 

（単位　千円、％）

当初予算額 補正予算額 充用額 予算現額 補正後の予算額に対する

Ａ Ｂ Ｃ A+B-C 充 用 額 の 割 合 C/(A ＋ B)

1 予 備 費 20,000 30,000 26,036 23,964 23,964 52.1

項 不用額

ア 予備費の充用は２６，０３６千円で、補正後の予算額５０，０００千円に対し５２． 
１％が充用された。 

イ 充用先は、総務費（款）総務管理費（項）の防災力向上事業費１６，０６４千円、市

有財産管理費１，５００千円、衛生費（款）清掃費（項）のごみ収集事業費１，０００

千円、労働費（款）労働諸費（項）の転勤者用住宅管理運営事業費３，１６８千円、土

木費（款）住宅費（項）の市営住宅管理事業費１，３２０千円、教育費（款）小学校費

の小学校営繕費（能登半島地震災害関連）２，９８４千円である。 
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別表１
一　般　会　計　歳　入　款　別

  自  令和３年度   至  令和５年度

予算現額に

対する比　
3 4,920,000 100.0 16.9 5,379,194 100.0 109.3 18.9

市 税 4 5,301,385 107.8 18.0 5,662,947 105.3 106.8 19.8
5 5,414,063 110.0 18.4 5,762,697 107.1 106.4 20.6
3 234,820 100.0 0.8 234,820 100.0 100.0 0.8

地 方 譲 与 税 4 237,356 101.1 0.8 237,356 101.1 100.0 0.8
5 239,294 101.9 0.8 239,294 101.9 100.0 0.9
3 4,440 100.0 0.0 4,440 100.0 100.0 0.0

利 子 割 交 付 金 4 2,589 58.3 0.0 2,589 58.3 100.0 0.0
5 1,983 44.7 0.0 1,983 44.7 100.0 0.0
3 35,407 100.0 0.1 35,407 100.0 100.0 0.1

配 当 割 交 付 金 4 32,471 91.7 0.1 32,471 91.7 100.0 0.1
5 37,177 105.0 0.1 37,177 105.0 100.0 0.1
3 38,832 100.0 0.1 38,832 100.0 100.0 0.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付金 4 23,028 59.3 0.1 23,028 59.3 100.0 0.1
5 40,407 104.1 0.1 40,407 104.1 100.0 0.1
3 60,322 100.0 0.2 60,322 100.0 100.0 0.2

法 人 事 業 税 交 付 金 4 81,662 135.4 0.3 81,662 135.4 100.0 0.3
5 85,252 141.3 0.3 85,252 141.3 100.0 0.3
3 1,104,650 100.0 3.8 1,104,650 100.0 100.0 3.9

地 方 消 費 税 交 付 金 4 1,103,652 99.9 3.7 1,103,652 99.9 100.0 3.9
5 1,083,745 98.1 3.7 1,083,745 98.1 100.0 3.9
3 9,853 100.0 0.0 9,853 100.0 100.0 0.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 4 9,979 101.3 0.0 9,980 101.3 100.0 0.0
5 9,453 95.9 0.0 9,454 96.0 100.0 0.0
3 － － － － － － －

自 動 車 取 得 税 交 付 金 4 459 100.0 0.0 459 100.0 100.0 0.0
5 － － － － － － －
3 19,454 100.0 0.1 19,454 100.0 100.0 0.1

環 境 性 能 割 交 付 金 4 21,681 111.4 0.1 21,681 111.4 100.0 0.1
5 25,865 133.0 0.1 25,865 133.0 100.0 0.1
3 131,269 100.0 0.4 131,269 100.0 100.0 0.5

地 方 特 例 交 付 金 4 28,180 21.5 0.1 28,180 21.5 100.0 0.1
5 33,024 25.2 0.1 33,024 25.2 100.0 0.1
3 7,270,177 100.0 24.9 7,270,177 100.0 100.0 25.5

地 方 交 付 税 4 7,147,681 98.3 24.3 7,147,681 98.3 100.0 25.0
5 7,529,483 103.6 25.6 7,529,483 103.6 100.0 26.9
3 3,863 100.0 0.0 3,863 100.0 100.0 0.0

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付金 4 3,742 96.9 0.0 3,742 96.9 100.0 0.0
5 3,194 82.7 0.0 3,194 82.7 100.0 0.0
3 27,943 100.0 0.1 30,746 100.0 110.0 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 4 34,862 124.8 0.1 34,377 111.8 98.6 0.1
5 15,288 54.7 0.1 12,400 40.3 81.1 0.0
3 212,567 100.0 0.7 204,436 100.0 96.2 0.7

使 用 料 及 び 手 数 料 4 210,916 99.2 0.7 207,206 101.4 98.2 0.7
5 209,015 98.3 0.7 213,110 104.2 102.0 0.8
3 5,990,702 100.0 20.5 5,858,754 100.0 97.8 20.6

国 庫 支 出 金 4 5,161,683 86.2 17.5 5,040,199 86.0 97.6 17.7
5 4,632,774 77.3 15.7 4,417,269 75.4 95.3 15.8
3 2,014,101 100.0 6.9 1,932,361 100.0 95.9 6.8

県 支 出 金 4 2,075,473 103.0 7.1 2,022,907 104.7 97.5 7.1
5 2,519,372 125.1 8.6 2,041,343 105.6 81.0 7.3
3 16,049 100.0 0.1 20,095 100.0 125.2 0.1

財 産 収 入 4 52,991 330.2 0.2 55,683 277.1 105.1 0.2
5 23,918 149.0 0.1 22,270 110.8 93.1 0.1
3 510,565 100.0 1.7 506,628 100.0 99.2 1.8

寄 附 金 4 626,364 122.7 2.1 623,532 123.1 99.5 2.2
5 918,087 179.8 3.1 907,377 179.1 98.8 3.2
3 485,641 100.0 1.7 418,569 100.0 86.2 1.5

繰 入 金 4 1,633,224 336.3 5.5 1,566,175 374.2 95.9 5.5
5 1,283,820 264.4 4.4 1,197,972 286.2 93.3 4.3
3 1,135,113 100.0 3.9 1,135,113 100.0 100.0 4.0

繰 越 金 4 665,673 58.6 2.3 665,673 58.6 100.0 2.3
5 1,039,031 91.5 3.5 1,039,031 91.5 100.0 3.7
3 1,308,599 100.0 4.5 1,098,567 100.0 83.9 3.9

諸 収 入 4 1,340,424 102.4 4.6 1,173,862 106.9 87.6 4.1
5 1,344,353 102.7 4.6 1,160,725 105.7 86.3 4.2
3 3,644,733 100.0 12.5 3,003,633 100.0 82.4 10.5

市 債 4 3,636,381 99.8 12.4 2,796,081 93.1 76.9 9.8
5 2,926,486 80.3 9.9 2,082,486 69.3 71.2 7.5
3 29,179,100 100.0 100.0 28,501,183 100.0 97.7 100.0

合　　　　　計 4 29,431,856 100.9 100.0 28,541,123 100.1 97.0 100.0
5 29,415,084 100.8 100.0 27,945,558 98.1 95.0 100.0

指数 構成比
区　　　　　分

予  算  現  額 調     定     額

金　額 指数 構成比 金　額
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　年　度　比　較　表

(単位 千円、％)

予算現額に 調定額に 調定額に 調定額に

対する比　 対する比 対する比 対する比
5,066,742 100.0 103.0 94.2 18.6 15,130 0.3 297,322 100.0 5.5 23.1
5,353,010 105.6 101.0 94.5 19.2 5,329 0.1 304,608 102.5 5.4 45.3
5,442,426 107.4 100.5 94.4 20.2 12,545 0.2 307,726 103.5 5.3 29.9
234,820 100.0 100.0 100.0 0.9 0 － 0 － － －
237,356 101.1 100.0 100.0 0.9 0 － 0 － － －
239,294 101.9 100.0 100.0 0.9 0 － 0 － － －

4,440 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
2,589 58.3 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
1,983 44.7 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
35,407 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
32,471 91.7 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
37,177 105.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
38,832 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
23,028 59.3 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
40,407 104.1 100.0 100.0 0.2 0 － 0 － － －
60,322 100.0 100.0 100.0 0.2 0 － 0 － － －
81,662 135.4 100.0 100.0 0.3 0 － 0 － － －
85,252 141.3 100.0 100.0 0.3 0 － 0 － － －

1,104,650 100.0 100.0 100.0 4.1 0 － 0 － － －
1,103,652 99.9 100.0 100.0 4.0 0 － 0 － － －
1,083,745 98.1 100.0 100.0 4.0 0 － 0 － － －

9,853 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
9,980 101.3 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
9,454 96.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －

－ － － － － － － 0 － － －
459 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
－ － － － － － － 0 － － －

19,454 100.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
21,681 111.4 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
25,865 133.0 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －

131,269 100.0 100.0 100.0 0.5 0 － 0 － － －
28,180 21.5 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －
33,024 25.2 100.0 100.0 0.1 0 － 0 － － －

7,270,177 100.0 100.0 100.0 26.7 0 － 0 － － －
7,147,681 98.3 100.0 100.0 25.7 0 － 0 － － －
7,529,483 103.6 100.0 100.0 28.0 0 － 0 － － －

3,863 100.0 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
3,742 96.9 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
3,194 82.7 100.0 100.0 0.0 0 － 0 － － －
27,692 100.0 99.1 90.1 0.1 0 － 3,054 100.0 9.9 0.2
32,204 116.3 92.4 93.7 0.1 0 － 2,173 71.2 6.3 0.3
10,761 38.9 70.4 86.8 0.0 323 2.6 1,316 43.1 10.6 0.1

201,392 100.0 94.7 98.5 0.7 0 － 3,044 100.0 1.5 0.2
204,121 101.4 96.8 98.5 0.7 0 － 3,085 101.3 1.5 0.5
208,692 103.6 99.8 97.9 0.8 0 － 4,418 145.1 2.1 0.4

4,999,714 100.0 83.5 85.3 18.4 0 － 859,040 100.0 14.7 66.7
4,808,468 96.2 93.2 95.4 17.3 0 － 231,731 27.0 4.6 34.5
3,949,851 79.0 85.3 89.4 14.7 0 － 467,418 54.4 10.6 45.4
1,817,929 100.0 90.3 94.1 6.7 0 － 114,432 100.0 5.9 8.9
1,903,993 104.7 91.7 94.1 6.8 0 － 118,914 103.9 5.9 17.7
1,803,459 99.2 71.6 88.3 6.7 0 － 237,884 207.9 11.7 23.1

19,360 100.0 120.6 96.3 0.1 0 － 735 100.0 3.7 0.1
55,219 285.2 104.2 99.2 0.2 0 － 464 63.1 0.8 0.1
21,871 113.0 91.4 98.2 0.1 0 － 399 54.3 1.8 0.0

506,628 100.0 99.2 100.0 1.9 0 － 0 － － －
623,532 123.1 99.5 100.0 2.2 0 － 0 － － －
907,377 179.1 98.8 100.0 3.4 0 － 0 － － －
418,569 100.0 86.2 100.0 1.5 0 － 0 － － －

1,566,175 374.2 95.9 100.0 5.6 0 － 0 － － －
1,197,972 286.2 93.3 100.0 4.5 0 － 0 － － －
1,135,113 100.0 100.0 100.0 4.2 0 － 0 － － －
665,673 58.6 100.0 100.0 2.4 0 － 0 － － －

1,039,031 91.5 100.0 100.0 3.9 0 － 0 － － －
1,088,233 100.0 83.2 99.1 4.0 0 － 10,334 100.0 0.9 0.8
1,162,477 106.8 86.7 99.0 4.2 320 0.0 11,065 107.1 0.9 1.6
1,151,102 105.8 85.6 99.2 4.3 0 － 9,623 93.1 0.8 0.9
3,003,633 100.0 82.4 100.0 11.0 0 － 0 － － －
2,796,081 93.1 76.9 100.0 10.0 0 － 0 － － －
2,082,486 69.3 71.2 100.0 7.7 0 － 0 － － －

27,198,092 100.0 93.2 95.4 100.0 15,130 0.1 1,287,961 100.0 4.5 100.0
27,863,434 102.4 94.7 97.6 100.0 5,649 0.0 672,040 52.2 2.4 100.0
26,903,906 98.9 91.5 96.3 100.0 12,868 0.0 1,028,784 79.9 3.7 100.0

金　額 指数 構成比構成比 金　額 金　額 指　数

収 入 未 済 額収　　入　　済　　額 不納欠損額
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別表２

 一  般  会  計  歳  出  決  算  額 

議会費 A/N 総務費 B/N 民生費 C/N 衛生費 D/N 労働費 E/N 農    林 F/N

A ％ B ％ C ％ D ％ E ％
水産業費

F ％

報 酬 86,821 17.4 74,814 15.0 64,343 12.9 23,187 4.7 0 0.0 33,009 6.6

給 料 22,256 1.6 384,298 27.5 209,481 15.0 91,459 6.5 0 0.0 68,475 4.9

職 員 手 当 等 46,896 5.2 280,001 30.9 112,005 12.4 52,377 5.8 0 0.0 40,046 4.4

共 済 費 33,600 6.7 151,344 30.2 65,869 13.2 29,252 5.8 0 0.0 22,780 4.5

災 害 補 償 費 0 0.0 55 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

報 償 費 0 0.0 24,897 57.9 2,565 6.0 3,577 8.3 511 1.2 306 0.7

旅 費 4,496 12.0 6,008 16.1 11,915 31.9 474 1.3 0 0.0 1,859 5.0

交 際 費 982 31.4 1,990 63.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 0.2

需 用 費 1,246 0.1 113,580 11.4 39,981 4.0 40,861 4.1 2,395 0.2 22,429 2.3

役 務 費 1,041 0.4 46,880 19.5 14,034 5.8 21,395 8.9 1,162 0.5 1,796 0.7

委 託 料 1,829 0.1 317,359 9.3 777,835 22.7 1,039,267 30.3 1,637 0.0 298,881 8.7

使 用 料 及 び
賃 借 料

25 0.0 192,331 43.1 14,134 3.2 5,200 1.2 0 0.0 2,546 0.6

工 事 請 負 費 0 0.0 52,739 2.6 400,814 19.7 176,066 8.6 0 0.0 142,084 7.0

原 材 料 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,640 15.4 0 0.0 0 0.0

公有財産購入費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

備 品 購 入 費 24 0.0 20,485 11.6 5,569 3.2 76 0.0 0 0.0 76 0.0

負担金、補助
及 び 交 付 金

5,839 0.2 706,123 21.9 353,098 10.9 738,728 22.9 1,554 0.0 524,281 16.2

扶 助 費 0 0.0 518 0.0 3,789,996 99.5 1,052 0.0 0 0.0 0 0.0

貸 付 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 31,000 5.9 19,000 3.6

補償、補填及
び 賠 償 金

0 0.0 4 0.0 167 1.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0

償還金、利子
及 び 割 引 料

0 0.0 17,285 0.7 51,668 2.0 32,086 1.3 0 0.0 3,321 0.1

積 立 金 0 0.0 1,360,428 76.0 47,868 2.7 0 0.0 3,079 0.2 17,298 1.0

公 課 費 0 0.0 122 8.8 0 0.0 64 4.6 0 0.0 0 0.0

繰 出 金 0 0.0 0 0.0 892,190 30.9 1,456,288 50.4 0 0.0 0 0.0

合　　　　計 205,055 0.8 3,751,261 14.7 6,853,532 26.9 3,714,049 14.6 41,338 0.2 1,198,193 4.7

区　　　分
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 款  別  節  別  一  覧  表

 (単位 千円)

商工費 G/N 土木費 H/N 消防費 I/N 教育費 J/N 災  害 K/N 公債費 K/N 合　　計 構成比

G ％ H ％ I ％ J ％
復旧費

K ％ L ％ N ％

3,832 0.8 27,762 5.6 40,780 8.2 143,345 28.8 0 0.0 0 0.0 497,893 2.0

69,444 5.0 126,223 9.0 212,316 15.2 213,839 15.3 1,195 0.1 0 0.0 1,398,986 5.5

38,951 4.3 76,058 8.4 148,854 16.4 109,805 12.1 762 0.1 0 0.0 905,755 3.6

20,432 4.1 41,083 8.2 64,077 12.8 71,991 14.4 315 0.1 0 0.0 500,743 2.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 55 0.0

155 0.4 345 0.8 0 0.0 10,672 24.8 0 0.0 0 0.0 43,028 0.2

1,883 5.0 986 2.6 1,715 4.6 7,988 21.4 0 0.0 0 0.0 37,324 0.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 151 4.8 0 0.0 0 0.0 3,129 0.0

237,489 23.9 252,542 25.4 10,738 1.1 238,233 24.0 33,036 3.3 0 0.0 992,530 3.9

121,729 50.7 9,037 3.8 1,143 0.5 21,894 9.1 32 0.0 0 0.0 240,143 0.9

57,887 1.7 355,176 10.4 683 0.0 551,150 16.1 25,212 0.7 0 0.0 3,426,916 13.4

11,743 2.6 98,815 22.2 1,249 0.3 118,859 26.7 978 0.2 0 0.0 445,880 1.7

25,025 1.2 982,709 48.2 5,060 0.2 166,799 8.2 87,597 4.3 0 0.0 2,038,893 8.0

0 0.0 13,996 81.5 0 0.0 528 3.1 0 0.0 0 0.0 17,164 0.1

0 0.0 201 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 201 0.0

0 0.0 60,155 34.1 48,128 27.3 41,042 23.3 605 0.3 0 0.0 176,160 0.7

283,717 8.8 49,524 1.5 515,291 16.0 51,068 1.6 814 0.0 0 0.0 3,230,037 12.7

0 0.0 0 0.0 0 0.0 15,709 0.4 0 0.0 0 0.0 3,807,275 14.9

474,000 90.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 524,000 2.1

0 0.0 9,295 97.6 0 0.0 59 0.6 0 0.0 0 0.0 9,525 0.0

3,654 0.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,426,655 95.7 2,534,669 9.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0 362,080 20.2 0 0.0 0 0.0 1,790,753 7.0

0 0.0 438 31.6 344 24.8 417 30.1 0 0.0 0 0.0 1,385 0.0

0 0.0 542,809 18.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2,891,287 11.3

1,349,941 5.3 2,647,154 10.4 1,050,378 4.1 2,125,629 8.3 150,546 0.6 2,426,655 9.5 25,513,731 100.0



 42 

別表３

（単位 千円、％)

金  額　Ａ 構成比 金  額　Ｂ 指 数 Ｂ／Ａ 構成比 金 額 Ｃ Ｃ／Ａ 構成比 金 額 Ｄ Ｄ／Ａ 構成比

3 214,062 0.7 199,086 100.0 93.0 0.8 0 － － 14,976 7.0 1.2

議 会 費 4 211,438 0.7 199,003 100.0 94.1 0.7 0 － － 12,435 5.9 0.9

5 212,750 0.7 205,055 103.0 96.4 0.8 0 － － 7,695 3.6 0.5

3 4,425,930 15.2 4,210,079 100.0 95.1 15.9 34,761 0.8 2.5 181,090 4.1 14.6

総 務 費 4 4,385,357 14.9 4,218,335 100.2 96.2 15.7 15,000 0.3 1.3 152,022 3.5 10.7

5 4,099,004 13.9 3,751,261 89.1 91.5 14.7 156,488 3.8 6.6 191,255 4.7 12.6

3 6,896,258 23.6 6,409,939 100.0 92.9 24.2 197,475 2.9 14.0 288,844 4.2 23.3

民 生 費 4 7,225,721 24.6 6,344,784 99.0 87.8 23.7 364,180 5.0 30.6 516,757 7.2 36.4

5 7,816,753 26.6 6,853,532 106.9 87.7 26.9 653,819 8.4 27.5 309,402 4.0 20.4

3 3,751,410 12.9 3,641,350 100.0 97.1 13.7 0 0.0 0.0 110,060 2.9 8.9

衛 生 費 4 3,696,317 12.6 3,613,315 99.2 97.8 13.5 0 － － 83,002 2.2 5.8

5 4,133,317 14.1 3,714,049 102.0 89.9 14.6 165,526 － － 253,742 6.1 16.7

3 46,381 0.2 44,385 100.0 95.7 0.2 0 － － 1,996 4.3 0.2

労 働 費 4 41,813 0.1 40,477 91.2 96.8 0.2 0 － － 1,336 3.2 0.1

5 44,540 0.2 41,338 93.1 92.8 0.2 0 － － 3,202 7.2 0.2

3 1,218,439 4.2 1,005,214 100.0 82.5 3.8 141,956 11.7 10.1 71,269 5.8 5.8

農林水産業費 4 1,298,083 4.4 1,082,522 107.7 83.4 4.0 165,637 12.8 13.9 49,924 3.8 3.5

5 1,481,491 5.0 1,198,193 119.2 80.9 4.7 209,083 14.1 8.8 74,215 5.0 4.9

3 1,702,680 5.8 1,328,135 100.0 78.0 5.0 54,432 3.2 3.9 320,113 18.8 25.8

商 工 費 4 1,686,392 5.7 1,388,041 104.5 82.3 5.2 9,567 0.6 0.8 288,784 17.1 20.4

5 1,618,524 5.5 1,349,941 101.6 83.4 5.3 0 0.0 0.0 268,583 16.6 17.7

3 2,995,917 10.3 2,332,364 100.0 77.9 8.8 563,860 18.8 40.0 99,693 3.3 8.0

土 木 費 4 3,019,560 10.3 2,294,212 98.4 76.0 8.6 581,853 19.3 49.0 143,495 4.8 10.1

5 3,575,967 12.2 2,647,154 113.5 74.0 10.4 674,763 18.9 28.3 254,050 7.1 16.7

3 1,022,260 3.5 1,004,043 100.0 98.2 3.8 0 0.0 0.0 18,217 1.8 1.5

消 防 費 4 1,100,484 3.7 1,086,180 108.2 98.7 4.0 0 － － 14,304 1.3 1.0

5 1,082,412 3.7 1,050,378 104.6 97.0 4.1 22,318 － － 9,716 0.9 0.6

3 4,266,590 14.6 3,906,681 100.0 91.6 14.7 242,563 5.7 17.2 117,346 2.8 9.5

教 育 費 4 4,041,786 13.7 3,928,863 100.6 97.2 14.6 0 0.0 0.0 112,923 2.8 8.0

5 2,316,439 7.9 2,125,629 54.4 91.8 8.3 82,721 － － 108,089 4.7 7.1

3 235,577 0.8 61,254 100.0 26.0 0.2 173,186 73.5 12.3 1,137 0.5 0.1

災 害 復 旧 費 4 253,069 0.9 177,804 290.3 70.3 0.7 52,224 20.6 4.4 23,041 9.1 1.6

5 579,445 2.0 150,546 245.8 26.0 0.6 416,525 71.9 17.5 12,374 2.1 0.8

3 2,391,096 8.2 2,389,889 100.0 99.9 9.0 0 － － 1,207 0.1 0.1

公 債 費 4 2,451,836 8.3 2,450,866 102.6 100.0 9.1 0 － － 970 0.0 0.1

5 2,430,478 8.3 2,426,655 101.5 99.8 9.5 0 － － 3,823 0.2 0.3

3 12,500 0.0 0 － － － 0 － － 12,500 100.0 1.0

予 備 費 4 20,000 0.1 0 － － － 0 － － 20,000 100.0 1.4

5 23,964 0.1 0 － － － 0 － － 23,964 100.0 1.6

3 29,179,100 100.0 26,532,419 100.0 90.9 100.0 1,408,233 4.8 100.0 1,238,448 4.2 100.0

合　　計 4 29,431,856 100.0 26,824,402 101.1 91.1 100.0 1,188,461 4.0 100.0 1,418,993 4.8 100.0

5 29,415,084 100.0 25,513,731 96.2 86.7 100.0 2,381,243 8.1 100.0 1,520,110 5.2 100.0

区　　分

一 般 会 計 歳 出 款 別 年 度 比 較 表

不 用 額予 算 現 額 決    算    額 翌 年 度 繰 越 額

自 令和３年度　至 令和５年度
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３ 特 別 会 計 
 
（１） 国民健康保険特別会計 
 歳入決算額が４，２３１，９３２千円（前年度４，２４５，１３９千円に比べ、１３，

２０７千円、０．３％の減）、歳出決算額は４，１８３，４２７千円（前年度４，２４３，

８６０千円に比べ、６０，４３３千円、１．４％の減）で、形式収支額、実質収支額とも

に４８，５０５千円の黒字となり、前年度からの繰越額を差し引いた単年度収支額は、４

７，２２６千円の黒字となっている。 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 4,443,966 4,231,932 4,183,427 48,505 0 48,505

令 和 ４ 年 度 4,639,310 4,245,139 4,243,860 1,279 0 1,279

比 較 増 減 -195,344 -13,207 -60,433 47,226 0 47,226

増 減 率 -4.2 -0.3 -1.4 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1
国 民 健 康
保 険 税 609,554 752,501 639,154 104.9 84.9 15.1 6,108 107,239 29,600

2
使 用 料 及 び
手 数 料 181 203 203 112.2 100.0 0.0 0 0 22

3 国 庫 支 出 金 173 160 160 92.5 100.0 0.0 0 0 -13

4 県 支 出 金 3,397,188 3,186,721 3,186,721 93.8 100.0 75.3 0 0 -210,467

5 財 産 収 入 299 9 9 3.0 100.0 0.0 0 0 -290

6 繰 入 金 429,559 397,406 397,406 92.5 100.0 9.4 0 0 -32,153

7 繰 越 金 1,279 1,279 1,279 100.0 100.0 0.0 0 0 0

8 諸 収 入 5,732 7,000 7,000 122.1 100.0 0.2 0 0 1,268

9 市 債 1 0 0 0.0 0.0 0.0 0 0 -1

4,443,966 4,345,279 4,231,932 95.2 97.4 100.0 6,108 107,239 -212,034

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額
収 入 済 額

不 納
欠 損 額
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歳入決算額４，２３１，９３２千円は、予算額４，４４３，９６６千円に対し、２１２，

０３４千円（４．８％）の減である。 
 収入率は、予算額４，４４３，９６６千円に対し、９５．２％、調定額４，３４５，２

７９千円に対し、９７．４％である。 
 決算額の主なものは、国民健康保険税の一般被保険者国民健康保険税６３９，１４８千

円、県支出金の保険給付費等交付金３，１８０，８１４千円、繰入金の一般会計繰入金３

０６，７５９千円、基金繰入金９０，６４７千円等である。なお、決算額には過誤納金還

付未済額２１９千円（国民健康保険税２１８千円、手数料１千円）が含まれている。 
 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 国民健康保険税 639,154 15.1 655,873 15.4 -16,719 -2.5

2 使用料及び手数料 203 0.0 213 0.0 -10 -4.7

3 国 庫 支 出 金 160 0.0 0 0.0 160 皆増

4 県 支 出 金 3,186,721 75.3 3,150,208 74.2 36,513 1.2

5 財 産 収 入 9 0.0 10 0.0 -1 -10.0

6 繰 入 金 397,406 9.4 373,419 8.8 23,987 6.4

7 繰 越 金 1,279 0.0 58,075 1.4 -56,796 -97.8

8 諸 収 入 7,000 0.2 7,341 0.2 -341 -4.6

9 市 債 0 0.0 0 0.0 0 ―

4,231,932 100.0 4,245,139 100.0 -13,207 -0.3

増減率款

計

令和５年度 令和４年度 比 較
増 減

 決算額４，２３１，９３２千円は、前年度決算額４，２４５，１３９千円に比べ、１３，

２０７千円（０．３％）の減である。これは、県支出金の保険給付費等交付金、繰入金の

基金繰入金等で増となったが、国民健康保険税の一般被保険者国民健康保険税、繰越金で

減となったことなどによるものである。 
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保険税の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 課 税 分 648,088 624,615 0 23,473 96.4

滞 納 繰 越 分 104,413 14,539 6,108 83,766 13.9

計 752,501 639,154 6,108 107,239 84.9

現 年 課 税 分 656,208 634,896 0 21,312 96.8

滞 納 繰 越 分 107,668 20,977 3,773 82,918 19.5

計 763,876 655,873 3,773 104,230 85.9

現 年 課 税 分 -8,120 -10,281 0 2,161

滞 納 繰 越 分 -3,255 -6,438 2,335 848

計 -11,375 -16,719 2,335 3,009

　（注）収入済額には還付未済額を含む。

区　　分

令
和
5
年
度

令
和
4
年
度

対

比

前

年

度

 国民健康保険税の収入率は、８４．９％で前年度に比べ、１．０ポイントの減、不納欠

損額６，１０８千円（３８７件）は、前年度３，７７３千円（３２２件）に比べ、２，３

３５千円（６１．９％）の増、収入未済額１０７，２３９千円は前年度１０４，２３０千

円に比べ、３，００９千円（２．９％）の増となっている。 
 
 イ 歳 出 

（単位　千円、％）

金 額 構成比

1 総 務 費 106,126 99,324 2.4 93.6 0 6,802

2 保 険 給 付 費 3,314,980 3,088,820 73.8 93.2 0 226,160

3
国民健康保険事業費
納 付 金 912,793 912,791 21.8 100.0 0 2

4 保 健 事 業 費 68,088 51,200 1.2 75.2 0 16,888

5 基 金 積 立 金 299 9 0.0 3.0 0 290

6 諸 支 出 金 40,680 31,283 0.7 76.9 0 9,397

7 予 備 費 1,000 0 0.0 0.0 0 1,000

4,443,966 4,183,427 100.0 94.1 0 260,539

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

 歳出決算額４，１８３，４２７千円は、予算額４，４４３，９６６千円に対し、９４．

１％の執行率である。 
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決算額の主なものは、保険給付費の一般被保険者療養給付費２，６２７，４３４千円、

一般被保険者高額療養費４１１，７１１千円、国民健康保険事業費納付金の一般被保険者

医療給付費分５６９，０８７千円、一般被保険者後期高齢者支援金等分２６９，１４８千

円である。 
 
歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 99,324 2.4 92,108 2.2 7,216 7.8

2 3,088,820 73.8 3,029,968 71.4 58,852 1.9

療 養 給 付 費 2,627,434 62.8 2,594,526 61.1 32,908 1.3

療 養 費 35,329 0.8 36,760 0.9 -1,431 -3.9

審 査 支 払 手 数 料 6,959 0.2 7,296 0.2 -337 -4.6

高 額 療 養 費 411,940 9.8 385,872 9.1 26,068 6.8

移 送 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

出 産 育 児 諸 費 5,448 0.1 3,731 0.1 1,717 46.0

葬 祭 諸 費 1,710 0.0 1,710 0.0 0 0.0

傷 病 手 当 金 0 0.0 73 0.0 -73 -100.0

3 912,791 21.8 995,295 23.5 -82,504 -8.3

4 51,200 1.2 52,617 1.2 -1,417 -2.7

5 9 0.0 36,051 0.8 -36,042 -100.0

6 31,283 0.7 37,821 0.9 -6,538 -17.3

4,183,427 100.0 4,243,860 100.0 -60,433 -1.4計

諸 支 出 金

款
令和５年度 令和４年度 比 較

増 減

基 金 積 立 金

増減率

総 務 費

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金

保 健 事 業 費

 決算額４，１８３，４２７千円は、前年度決算額４，２４３，８６０千円に比べ、６０，

４３３千円（１．４％）の減である。これは総務費、保険給付費で増となったが、国民健

康保険事業費納付金、基金積立金等で減となったことによるものである。 
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ウ 事業の概要 
 本年度の事業の概要は、次のとおりである。 

令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率(％)

（人） 8,160 8,769 -609 -6.9

一 般 被 保 険 者 （人） 8,160 8,769 -609 -6.9

退 職 被 保 険 者 （人） 0 0 0 －

（世帯） 5,694 5,979 -285 -4.8

（千円） 4,231,932 4,245,139 -13,207 -0.3

（千円） 4,183,427 4,243,860 -60,433 -1.4

（千円） 48,505 1,279 47,226 3,692.4

（千円） 648,088 656,208 -8,120 -1.2

１ 人 当 た り 調 定 額 （円） 79,423 74,833 4,590 6.1
１ 世 帯 当 た り
調 定 額

（円） 113,819 109,752 4,067 3.7

（千円） 624,615 634,896 -10,281 -1.6

（千円） 3,074,703 3,017,158 57,545 1.9

（円） 376,802 344,071 32,731 9.5

１人当たり受診件数

療 養 諸 費 件 数 （件） 15.6 15.1 0.5 3.3

被 保 険 者 数

（千円） 397,406 373,419 23,987 6.4

（千円） 2,750 7,113 -4,363 -61.3繰 出 金

区　　　分

被 保 険 者 数

世 帯 数

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

保 険 税 ( 現 年 ) 調 定 額

保険税(現年)収入額

療養に係る保険給付費

１ 人 当 た り 給 付 費

繰 入 金

 被保険者数は８，１６０人（前年度比６０９人、６．９％の減）で、内訳はすべて一般

被保険者である。 
 被保険者１人当たりの保険税調定額は７９，４２３円（前年度比４，５９０円、６．１％

の増）で、保険税収入額は６２４，６１５千円（前年度比１０，２８１千円、１．６％の

減）である。 
 一方、被保険者１人当たりの平均受診件数は１５．６件で、前年度の１５．１件に比べ

０．５件の増である。 
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（２）育英資金特別会計 
 歳入決算額５，９７５千円、歳出決算額５，３９３千円、歳入歳出差引額５８２千円は

翌年度へ繰り越されている。 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 5,972 5,975 5,393 582 0 582

令 和 ４ 年 度 6,733 6,732 6,148 584 0 584

比 較 増 減 -761 -757 -755 -2 0 -2

増 減 率 -11.3 -11.2 -12.3 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
 ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 財 産 収 入 17 19 19 111.8 100.0 0.3 0 0 2

3 繰 越 金 584 585 585 100.2 100.0 9.8 0 0 1

4 諸 収 入 5,371 5,371 5,371 100.0 100.0 89.9 0 0 0

5,972 5,975 5,975 100.1 100.0 100.0 0 0 3計

収 入
未済額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠損額

 歳入決算額５，９７５千円は、予算額５，９７２千円に対し、３千円（０．０５％）の

増である。 
 収入率は、予算額５，９７２千円に対して１００．１％、調定額５，９７５千円に対し

て１００．０％である。 
 決算額の主なものは、諸収入の育英資金貸付金収入（返還金）５，３７１千円である。 
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 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 財 産 収 入 19 0.3 18 0.3 1 5.6

3 繰 越 金 585 9.8 667 9.9 -82 -12.3

4 諸 収 入 5,371 89.9 6,047 89.8 -676 -11.2

5,975 100.0 6,732 100.0 -757 -11.2

増減率款

計

令和５年度 令和４年度

 決算額５，９７５千円は、前年度決算額６，７３２千円に比べ７５７千円（１１．２％）

の減である。 
 
 イ 歳 出 

（単位　千円、％）

翌年度

金 額 構成比 繰越額

1 教 育 費 5,432 5,393 100.0 99.3 0 39

2 予 備 費 540 0 0.0 0.0 0 540

5,972 5,393 100.0 90.3 0 579

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率

 歳出決算額５，３９３千円は、予算額５，９７２千円に対し、９０．３％の執行率であ

る。 
 決算額の主なものは、教育費の育英費（貸付金）３，７８０千円、同じく（育英基金積

立金）１，６０３千円である。 
 
 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 教 育 費 5,393 100.0 6,148 100.0 -755 -12.3

5,393 100.0 6,148 100.0 -755 -12.3

増減率

計

款
令和５年度 令和４年度

 決算額５，３９３千円は、前年度決算額６，１４８千円に比べ、７５５千円（１２．３％）

の減である。 
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 ウ 貸付状況 

（単位　人、千円）

人員 貸与年額 人員 貸与年額 人員 貸与年額

高校生 15 0 0 0 0 0 0

大学生 45 8 4,230 6 3,240 1 540

8 4,230 6 3,240 1 540

令和５年度

計

区 分 貸与月額
令和３年度 令和４年度

 本年度の貸付人員は、１人で前年度より５人減となっている。貸付区分は大学生（継続）

である。 
 また、本年度の返還人員は２７人（高校生３人、大学生２４人）で、うち、７人（高校

生１人、大学生６人）が、返還を完了している。年度末貸付金残高は、２６，８６６千円

である。 
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（３） 介護保険特別会計 
ア 保険事業勘定 
 歳入決算額６，２０４，３７１千円、歳出決算額５，９８６，４０８千円で、歳入歳出

差引額２１７，９６３千円は翌年度へ繰り越されている。 
 
 決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 6,146,130 6,204,371 5,986,408 217,963 0 217,963

令 和 ４ 年 度 6,054,552 5,986,932 5,827,707 159,225 0 159,225

比 較 増 減 91,578 217,439 158,701 58,738 0 58,738

増 減 率 1.5 3.6 2.7 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
（ア）歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 保 険 料 1,096,879 1,149,486 1,140,545 104.0 99.2 18.4 2,772 6,169 43,666

2
使 用 料 及 び
手 数 料 100 63 63 63.0 100.0 0.0 0 0 -37

3 国庫支出金 1,355,637 1,454,414 1,454,414 107.3 100.0 23.4 0 0 98,777

4
支 払 基 金
交 付 金 1,559,241 1,630,850 1,630,850 104.6 100.0 26.3 0 0 71,609

5 県 支 出 金 852,245 852,985 852,985 100.1 100.0 13.7 0 0 740

6 財 産 収 入 424 49 49 11.6 100.0 0.0 0 0 -375

7 繰 入 金 1,110,840 954,939 954,939 86.0 100.0 15.4 0 0 -155,901

8 繰 越 金 159,227 159,225 159,225 100.0 100.0 2.6 0 0 -2

9 諸 収 入 11,537 11,301 11,301 98.0 100.0 0.2 0 0 -236

6,146,130 6,213,312 6,204,371 100.9 99.9 100.0 2,772 6,169 58,241

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠 損 額

 歳入決算額６，２０４，３７１千円は、予算額６，１４６，１３０千円に対し５８，２

４１千円（０．９％）の増である。収入率は、予算額に対し１００．９％、調定額に対し

９９．９％である。 
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 決算額の主なものは、保険料の第１号被保険者保険料１，１４０，５４５千円、国庫支

出金の介護給付費負担金１，０３４，２４６千円、支払基金交付金の介護給付費交付金１，

５８０，８４８千円、県支出金の介護給付費負担金８２３，３４１千円、繰入金の介護給

付費繰入金６８７，６０２千円等である。なお、決算額には過誤納金還付未済９０８千円

（保険料）が含まれている。 
 歳入における国庫支出金、支払基金交付金、県支出金については、概算交付であり、保

険給付費の支払実績により翌年度精算されるものである。 
 歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 保 険 料 1,140,545 18.4 1,143,585 19.1 -3,040 -0.3

2 使用料及び手数料 63 0.0 58 0.0 5 8.6

3 国 庫 支 出 金 1,454,414 23.4 1,464,203 24.5 -9,789 -0.7

4 支 払 基 金 交 付 金 1,630,850 26.3 1,553,195 25.9 77,655 5.0

5 県 支 出 金 852,985 13.7 845,921 14.1 7,064 0.8

6 財 産 収 入 49 0.0 20 0.0 29 145.0

7 繰 入 金 954,939 15.4 869,404 14.5 85,535 9.8

8 繰 越 金 159,225 2.6 88,770 1.5 70,455 79.4

9 諸 収 入 11,301 0.2 21,776 0.4 -10,475 -48.1

6,204,371 100.0 5,986,932 100.0 217,439 3.6

増減率款

計

令和５年度 令和４年度

 決算額６，２０４，３７１千円は、前年度決算額５，９８６，９３２千円に比べ、２１

７，４３９千円（３．６％）の増である。これは、国庫支出金の調整交付金、諸収入の第

三者納付金等で減となったが、支払基金交付金の支払給付費交付金、繰入金の基金繰入金、

繰越金等で増となったことによるものである。 
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 保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 分 1,140,321 1,138,186 0 2,135 99.8

滞 納 繰 越 分 9,165 2,359 2,772 4,034 25.7

計 1,149,486 1,140,545 2,772 6,169 99.2

現 年 分 1,145,029 1,141,854 0 3,175 99.7

滞 納 繰 越 分 9,404 1,731 2,224 5,449 18.4

計 1,154,433 1,143,585 2,224 8,624 99.1

現 年 分 -4,708 -3,668 0 -1,040

滞 納 繰 越 分 -239 628 548 -1,415

計 -4,947 -3,040 548 -2,455

区　　分

令
和
5
年
度

令
和
4
年
度

対

比

前

年

度

（注）収入済額には還付未済額を含む。 

介護保険料の収入率は、９９．２％で、前年度から０．１ポイント増である。 
不納欠損額２，７７２千円（３６６件）は、前年度２，２２４千円（２８３件）に比べ、

５４８千円（２４．６％）の増、収入未済額６，１６９千円は、前年度８，６２４千円に

比べ、２，４５５千円（２８．５％）の減となっている。 
 
（イ）歳 出 

（単位　千円、％）

金 額 構成比

1 総 務 費 143,378 129,109 2.2 90.0 0 14,269

2 保 険 給 付 費 5,599,637 5,502,226 91.9 98.3 0 97,411

3 地域支援事業費 215,328 171,734 2.9 79.8 0 43,594

4 基 金 積 立 金 4,900 4,525 0.1 92.3 0 375

5 諸 支 出 金 181,887 178,814 3.0 98.3 0 3,073

6 予 備 費 1,000 0 0.0 0.0 0 1,000

6,146,130 5,986,408 100.0 97.4 0 159,722

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

 歳出決算額５，９８６，４０８千円は、予算額６，１４６，１３０千円に対し９７．４％

の執行率である。 
 決算額の主なものは、保険給付費の介護サービス等給付事業費５，４９７，０１４千円

等である。 
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 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 総 務 費 129,109 2.2 120,916 2.1 8,193 6.8

2 保 険 給 付 費 5,502,226 91.9 5,420,578 93.0 81,648 1.5

3 地 域 支 援 事 業 費 171,734 2.9 175,733 3.0 -3,999 -2.3

4 基 金 積 立 金 4,525 0.1 2,029 0.0 2,496 123.0

5 諸 支 出 金 178,814 3.0 108,451 1.9 70,363 64.9

5,986,408 100.0 5,827,707 100.0 158,701 2.7計

増減率款
令和５年度 令和４年度

 決算額５，９８６，４０８千円は、前年度決算額５，８２７，７０７千円に比べ、１５

８，７０１千円（２．７％）の増である。これは、地域支援事業費で減となったが、保険

給付費、諸支出金等で増となったことによるものである。 
 
（ウ）事業の概要 
 要介護（要支援）認定者数、サービスの利用件数及び保険給付状況は、次のとおりであ

る。 
１　要介護（要支援）認定者数 （単位　人、％）

比　較

人数 構成比 人数 構成比 増　減

第１号被保険者 3,415 98.8 3,357 98.7 58 1.7

第２号被保険者 43 1.2 45 1.3 -2 -4.4

計 3,458 100.0 3,402 100.0 56 1.6

区 分
令和５年度 令和４年度

増減率

 介護被保険者の要介護認定者は３，４５８人となり、前年度３，４０２人に比べ５６人

の増である。 
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２　サービス利用件数及び保険給付状況 （単位　件、千円、％）

件数(A) 金　額(B) 件数(C) 金　額(D) 件数(E) (E)/(C) 金　額(F) (F)/(D)

61,969 2,032,983 62,535 2,006,340 -566 -0.9 26,643 1.3

訪問通所サービス 22,857 1,282,476 23,175 1,280,051 -318 -1.4 2,425 0.2

短期入所サービス 3,082 271,868 3,046 251,181 36 1.2 20,687 8.2

福祉用具・住宅改修サービス 15,399 196,810 15,376 190,770 23 0.1 6,040 3.2

特定施設入居者生活介護 129 22,808 151 24,606 -22 -14.6 -1,798 -7.3

介護予防・居宅介護支援 20,502 259,021 20,787 259,732 -285 -1.4 -711 -0.3

5,175 902,027 5,226 893,163 -51 -1.0 8,864 1.0

8,027 2,433,460 7,948 2,394,668 79 1.0 38,792 1.6

介護老人福祉施設 4,208 1,198,163 4,060 1,152,972 148 3.6 45,191 3.9

介護老人保健施設 2,788 847,992 2,853 849,227 -65 -2.3 -1,235 -0.1

介護療養型医療施設 12 4,091 10 3,430 2 20.0 661 19.3

介護医療院 1,019 383,214 1,025 389,039 -6 -0.6 -5,825 -1.5

75,171 5,368,470 75,709 5,294,171 -538 -0.7 74,299 1.4

9,879 128,544 9,673 121,158 206 2.1 7,386 6.1

5,497,014 5,415,329 81,685 1.5

（注）食費・居住費を含む。

　　　高額介護サービス費の件数は内数である。

　　　審査支払手数料を除く。

施設サービス

計

高額介護サービス費
（医療合算含む）

合　　計

区　　分
令和５年度 令和４年度 比較増減

居宅サービス

地域密着型サービス
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イ 介護サービス事業勘定 
 
 歳入、歳出決算額とも１９，２３２千円である。 
決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 21,716 19,232 19,232 0 0 0

令 和 ４ 年 度 27,231 19,320 19,320 0 0 0

比 較 増 減 -5,515 -88 -88 0 0 0

増 減 率 -20.3 -0.5 -0.5 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
（ア）歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1 サービス収入 15,974 16,927 16,927 106.0 100.0 88.0 0 0 953

2 繰 入 金 5,699 2,251 2,251 39.5 100.0 11.7 0 0 -3,448

3 諸 収 入 43 54 54 125.6 100.0 0.3 0 0 11

21,716 19,232 19,232 88.6 100.0 100.0 0 0 -2,484

収 入
未 済 額

予算現額
に対する
決算額の
増    減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額

不 納
欠 損 額

 歳入決算額１９，２３２千円は、予算額２１，７１６千円に対し２，４８４千円（１１．

４％）の減である。 
 収入率は、予算額に対し８８．６％、調定額に対し１００．０％である。 
 決算額の主なものは、サービス収入の居宅支援サービス費収入１６，９２７千円である。 
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歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

比　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増　減

1 サ ー ビ ス 収 入 16,927 88.0 16,241 84.1 686 4.2

2 繰 入 金 2,251 11.7 3,031 15.7 -780 -25.7

3 諸 収 入 54 0.3 48 0.2 6 12.5

19,232 100.0 19,320 100.0 -88 -0.5

増減率款

計

令和５年度 令和４年度

 決算額１９，２３２千円は、前年度決算額１９，３２０千円に比べ、８８千円（０．５％）

の減である。 
 
（イ）歳 出 

（単位　千円、％）

翌年度

金 額 構成比 繰越額

1 事 業 費 21,716 19,232 100.0 88.6 0 2,484

21,716 19,232 100.0 88.6 0 2,484

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率

 歳出決算額１９，２３２千円は、予算額２１，７１６千円に対し８８．６％の執行率で

ある。 
決算額１９，２３２千円は、主に介護予防ケアマネジメント事業費である。 
 
歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 事 業 費 19,232 100.0 19,320 100.0 -88 -0.5

19,232 100.0 19,320 100.0 -88 -0.5計

増減率款
令和５年度 令和４年度 比較

増減

 決算額１９，２３２千円は、前年度決算額１９，３２０千円に比べ、８８千円（０．５％）

の減である。 
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（ウ）事業の概要 
 介護予防ケアマネジメント事業の利用状況は、次のとおりである。 

（単位　件、千円、％）

利用件数
(A)

サービス
収入額(B)

利用件数
(C)

サービス
収入額(D)

利用件数
(E)

(E)/(C)
サービス
収入額(F)

(F)/(D)

直 営 分 5,016 22,495 5,077 22,660 -61 -1.2 -165 -0.7

委 託 分 849 3,920 876 3,999 -27 -3.1 -79 -2.0

合 計 5,865 26,415 5,953 26,659 -88 -1.5 -244 -0.9

令和５年度 令和４年度 比　較　増　減
区 分
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（４） 後期高齢者医療事業特別会計 
 歳入決算額８０３，５２３千円、歳出決算額８００，９２７千円で、歳入歳出差引額２，

５９６千円は翌年度へ繰り越されている。 
決算の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(A-B) Ｅ(C-D)

令 和 ５ 年 度 809,762 803,523 800,927 2,596 0 2,596

令 和 ４ 年 度 785,174 776,810 775,948 862 0 862

比 較 増 減 24,588 26,713 24,979 1,734 0 1,734

増 減 率 3.1 3.4 3.2 ―

翌 年 度 へ
繰 越 す べ
き 財 源 Ｄ

区　分 予算現額

 
ア 歳 入 

（単位　千円、％）

金  額
対予算
収入率

対調定
収入率

構成比

1
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料 599,562 597,606 597,063 99.6 99.9 74.3 15 528 -2,499

2
使 用 料 及 び
手 数 料 190 61 61 32.1 100.0 0.0 0 0 -129

3 繰 入 金 204,190 202,694 202,694 99.3 100.0 25.2 0 0 -1,496

4 繰 越 金 862 862 862 100.0 100.0 0.1 0 0 0

5 諸 収 入 4,958 2,843 2,843 57.3 100.0 0.4 0 0 -2,115

809,762 804,066 803,523 99.2 99.9 100.0 15 528 -6,239

収 入
未済額

予算現額
に対する
決算額の
増　　減

計

款 予算現額 調定額

収 入 済 額
不 納
欠損額

 歳入決算額８０３，５２３千円は、予算額８０９，７６２千円に対し６，２３９千円（０．

８％）の減である。 
 収入率は、予算額に対し９９．２％、調定額に対し９９．９％である。 
 決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料５９７，０６３千円、繰入金の保険基盤安

定繰入金１８０，９９４千円等である。なお、決算額には過誤納金還付未済額２，９０７

千円（後期高齢者医療保険料）が含まれている。 
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歳入の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 597,063 74.3 577,400 74.3 19,663 3.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 61 0.0 67 0.0 -6 -9.0

3 繰 入 金 202,694 25.2 195,558 25.2 7,136 3.6

4 繰 越 金 862 0.1 1,517 0.2 -655 -43.2

5 諸 収 入 2,843 0.4 2,268 0.3 575 25.4

803,523 100.0 776,810 100.0 26,713 3.4

増減率

計

款
令和５年度 令和４年度 比 較

増 減

 決算額８０３，５２３千円は、前年度決算額７７６，８１０千円に比べ、２６，７１３

千円（３．４％）の増である。これは、繰越金で減となったが、後期高齢者医療保険料、

繰入金等で増となったことによるものである。 
 
 保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位　千円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

現 年 分 594,443 595,857 0 -1,414 100.2

滞 納 繰 越 分 3,163 1,207 15 1,941 38.2

計 597,606 597,064 15 527 99.9

現 年 分 576,270 576,366 0 -96 100.0

滞 納 繰 越 分 3,425 1,034 32 2,359 30.2

計 579,695 577,400 32 2,263 99.6

現 年 分 18,173 19,491 0 -1,318

滞 納 繰 越 分 -262 173 -17 -418

計 17,911 19,664 -17 -1,736

　（注）収入済額には還付未済額を含む。

区　　分

令
和
5
年
度

令
和
4
年
度

対

比

前

年

度

 後期高齢者医療保険料の収入率は、９９．９％で、前年度から０．３ポイント増である。

不納欠損額は１５千円（８件）で、前年度３２千円（７件）に比べ１７千円（５３．１％）

の減、収入未済額５２７千円は前年度２，２６３千円に比べ、１，７３６千円（７６．７％）

の減となっている。 
なお、収入済額には過誤納金還付未済額が含まれることから、令和５年度現年分の収入

未済額－１，４１４千円に還付未済額２，９０７千円を加算した実質的な令和５年度現年

分の収入未済額は１，４９３千円となる。 
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イ 歳 出 
（単位　千円、％）

金　額 構成比

1 総 務 費 18,667 17,138 2.1 91.8 0 1,529

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 788,945 782,931 97.8 99.2 0 6,014

3 諸 支 出 金 2,150 858 0.1 39.9 0 1,292

809,762 800,927 100.0 98.9 0 8,835

不用額

計

款 予算現額
支出済額

執行率
翌年度
繰越額

歳出決算額８００，９２７千円は、予算額８０９，７６２千円に対し９８．９％の執行率

である。 
決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金の７７６，３４３千円等である。 

 歳出の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 
（単位　千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 総 務 費 17,138 2.1 15,256 2.0 1,882 12.3

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 782,931 97.8 759,915 97.9 23,016 3.0

3 諸 支 出 金 858 0.1 777 0.1 81 10.4

800,927 100.0 775,948 100.0 24,979 3.2

増減率

計

款
令和５年度 令和４年度 比 較

増 減

 決算額８００，９２７千円は、前年度決算額７７５，９４８千円に比べ、２４，９７９

千円（３．２％）の増である。これは、後期高齢者医療広域連合納付金等で増となったこ

とによるものである。 
 
ウ 被保険者数 

 後期高齢者医療の被保険者数は、次のとおりである。 
（単位　人、％）

区 分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率

７ ５ 歳 以 上 9,945 9,718 227 2.3

６ ５ ～ ７ ４ 歳 249 271 -22 -8.1

計 10,194 9,989 205 2.1
（注）６５歳～７４歳は、一定の障害があり広域連合の認定を受けた者
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別表

一 般 会 計 ･ 特 別 会 計 年 度 別

　自 令和３年度   至  令和５年度

予  算

予算現額 予算現額 調定額

現  額 金 額 指数 に対する 金 額 指数 に対する に対す 金 額 指数

比　％　 比　％　 る比％

3 29,179,100 28,501,183 100.0 97.7 27,198,092 100.0 93.2 95.4 15,130 100.0

4 29,431,856 28,541,123 100.1 97.0 27,863,434 102.4 94.7 97.6 5,649 37.3

5 29,415,084 27,945,558 98.1 95.0 26,903,906 98.9 91.5 96.3 12,868 85.0

3 4,575,522 4,551,731 100.0 99.5 4,434,731 100.0 96.9 97.4 5,744 100.0

4 4,639,310 4,353,233 95.6 93.8 4,245,139 95.7 91.5 97.5 3,819 66.5

 5 4,443,966 4,345,279 95.5 97.8 4,231,932 95.4 95.2 97.4 6,108 106.3

3 10,659 10,658 100.0 100.0 10,658 100.0 100.0 100.0 0 －

4 6,733 6,732 63.2 100.0 6,732 63.2 100.0 100.0 0 －

 5 5,972 5,975 56.1 100.1 5,975 56.1 100.1 100.0 0 －

3 6,045,324 6,004,460 100.0 99.3 5,992,558 100.0 99.1 99.8 2,962 100.0

4 6,054,552 5,997,780 99.9 99.1 5,986,932 99.9 98.9 99.8 2,224 75.1

5 6,146,130 6,213,312 103.5 101.1 6,204,371 103.5 100.9 99.9 2,772 93.6

3 26,994 22,071 100.0 81.8 22,071 100.0 81.8 100.0 0 －

4 27,231 19,320 87.5 70.9 19,320 87.5 70.9 100.0 0 －

5 21,716 19,232 87.1 88.6 19,232 87.1 88.6 100.0 0 －

3 774,157 773,658 100.0 99.9 770,852 100.0 99.6 99.6 179 100.0

4 785,174 779,105 100.7 99.2 776,810 100.8 98.9 99.7 32 17.9

5 809,762 804,066 103.9 99.3 803,523 104.2 99.2 99.9 15 8.4

3 40,611,756 39,863,761 100.0 98.2 38,428,962 100.0 94.6 96.4 24,015 100.0

4 40,944,856 39,697,293 99.6 97.0 38,898,367 101.2 95.0 98.0 11,724 48.8

5 40,842,630 39,333,422 98.7 96.3 38,168,939 99.3 93.5 97.0 21,763 90.6

合      計

一 般 会 計

国民健康保険

育 英 資 金

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

介 護 保 険
保険事業勘定

介 護 保 険
介護サービス
事 業 勘 定

区    分

不納欠損額調     定     額 収　入　済　額

歳 入
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 歳 入・歳 出 比 較 表

（単位　千円）

予算現額 翌年度 歳入歳出

調定額 に対する 予算現額 予算現額

金 額 指 数 に対す 決算額の 金 額 指数 に対する 繰越額 金 額 に対する 差引残高

る比％ 増   減 比　％　 比　％　

1,287,961 100.0 4.5 -1,981,008 26,532,419 100.0 90.9 1,408,233 1,238,448 4.2 665,673

672,040 52.2 2.4 -1,568,422 26,824,402 101.1 91.1 1,188,461 1,418,993 4.8 1,039,032

1,028,784 79.9 3.7 -2,511,178 25,513,731 96.2 86.7 2,381,243 1,520,110 5.2 1,390,175

111,256 100.0 2.4 -140,791 4,376,656 100.0 95.7 0 198,866 4.3 58,075

104,275 93.7 2.4 -394,171 4,243,860 97.0 91.5 0 395,450 8.5 1,279

107,239 96.4 2.5 -212,034 4,183,427 95.6 94.1 0 260,539 5.9 48,505

0 － － -1 9,991 100.0 93.7 0 668 6.3 667

0 － － -1 6,148 61.5 91.3 0 585 8.7 584

0 － － 3 5,393 54.0 90.3 0 579 9.7 582

8,940 100.0 0.1 -52,766 5,903,788 100.0 97.7 0 141,536 2.3 88,770

8,624 96.5 0.1 -67,620 5,827,707 98.7 96.3 0 226,845 3.7 159,225

6,169 69.0 0.1 58,241 5,986,408 101.4 97.4 0 159,722 2.6 217,963

0 － － -4,923 22,071 100.0 81.8 0 4,923 18.2 0

0 － － -7,911 19,320 87.5 70.9 0 7,911 29.1 0

0 － － -2,484 19,232 87.1 88.6 0 2,484 11.4 0

2,627 100.0 0.3 -3,305 769,335 100.0 99.4 0 4,822 0.6 1,517

2,263 86.1 0.3 -8,364 775,948 100.9 98.8 0 9,226 1.2 862

528 20.1 0.1 -6,239 800,927 104.1 98.9 0 8,835 1.1 2,596

1,410,784 100.0 3.5 -2,182,794 37,614,260 100.0 92.6 1,408,233 1,589,263 3.9 814,702

787,202 55.8 2.0 -2,046,489 37,697,385 100.2 92.1 1,188,461 2,059,010 5.0 1,200,982

1,142,720 81.0 2.9 -2,673,691 36,509,118 97.1 89.4 2,381,243 1,952,269 4.8 1,659,821

不 用 額

歳        出

決 　算 　額収 入 未 済 額
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４ 財産の状況 
 財産の状況は、次のとおりである。 

増加A 減少B 差引（A-B)

㎡ 1,738,582.77 3,424.90 3,901.66 -476.76 1,738,106.01

㎡ 227,226.21 1,997.21 871.59 1,125.62 228,351.83

㎡ 73,420.00 0 0 0 73,420.00

㎡ 355,216.00 0 0 0 355,216.00

千円 28,660 0 0 0 28,660

千円 612,523 0 4 -4 612,519

点 736 19 10 9 745

千円 294,052 3,780 5,864 -2,084 291,968

千円 29,476 3,780 5,513 -1,733 27,743

千円 351 0 155 -155 196

千円 264,225 0 196 -196 264,029

千円 9,119,062 1,064,675 850,679 213,996 9,333,058

預 金 千円 3,316,649 104,536 200,000 -95,464 3,221,185

債 券 千円 100,000 100,000 0 100,000 200,000

減債基金 千円 3,035,738 161,445 7,027 154,418 3,190,156

千円 457,489 8 90,647 -90,639 366,850

預 金 千円 72,777 46,612 19,597 27,015 99,792

債 券 千円 99,622 0 0 0 99,622

預 金 千円 172,928 127,523 115,170 12,353 185,281

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

預 金 千円 10,834 200 655 -455 10,379

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

千円 3,376 0 0 0 3,376

千円 59,071 7,655 19,685 -12,030 47,041

預 金 千円 546,482 419,509 385,418 34,091 580,573

債 券 千円 100,000 0 0 0 100,000

単位
前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 内 決 算 年 度 末
現 在 高

有価証券

区 分

公有財産

土　地

建　物

山　林（所有）※

山　林（分収）

財政調整基金

出資による権利

自動車ほか

育英資金貸付金

物品（50万円以上）

基　金

債　権

高齢者・障害者住宅整備資金貸付金

市民税特別徴収翌年度徴収分

「安部」人づくり基金

国民健康保険事業
財政調整基金

水産業振興基金

社会福祉事業
振興基金

教育文化振興基金

ふるさとづくり基金

スポーツ振興基金
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千円 38,076 39,270 7,261 32,009 70,085

千円 38,340 0 0 0 38,340

千円 59,515 2,904 0 2,904 62,419

千円 598,421 4,525 0 4,525 602,946

千円 3,629 17,258 0 17,258 20,887

千円 6,115 0 5,219 -5,219 896

千円 200,000 33,230 0 33,230 233,230

※山林（所有）は、土地の内数

森林環境譲与税基金

新型コロナウイルス感染症
対策利子補給等基金

公共施設等再編整備基金

ぶり奨学基金

地域農業振興基金

育英基金

介護給付費準備基金

 
（１） 公有財産（同一施設の区分変更による増減は省略） 

ア 土 地 
年度末現在高は１，７３８，１０６．０１㎡で、年度内増加面積は３，４２４．９０㎡、

減少面積は３，９０１．６６㎡であり、前年度末現在高に対して４７６．７６㎡減少して

いる。 
(単位　㎡)

【増　　加】 3,424.90 【減　　少】 3,901.66

窪小学校 19.82 北部都市下水路ポンプ場 801.79

柳田９号街区公園 250.00 氷見運動公園 1,843.00

幸町１号街区公園 194.21 新町保育園 1,085.56

氷見市働く婦人の家 1,843.00 法定外公共物売却分（２件） 32.31

こども発達サポートセンターくるむ 1,085.56 紅谷川旧河川敷 139.00

法定外公共物（２件） 32.31

 
イ 建 物 
年度末現在高は２２８，３５１．８３㎡であり、年度内増加面積は１，９９７．２１㎡、

減少面積は８７１．５９㎡であり、前年度末現在高に対して１，１２５．６２㎡増加して

いる。 

(単位　㎡)

【増　　加】 1,997.21 【減　　少】 871.59

氷見運動公園 1,014.65 氷見運動公園 18.76

しんまちこども園 982.56 新町保育園 726.00

氷見市危険老朽空き家対策事業 126.83
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ウ 山 林 
年度末現在高は４２８，６３６．００㎡で、増減はなく、前年度末現在高と同様である。 

 
エ 有価証券 
年度末現在高は２８，６６０千円で、増減はなく、前年度末現在高と同様である。 

 
オ 出資による権利 
 年度末現在高は６１２，５１９千円で、前年度末現在高に対して４千円減少している。 

(単位　千円)

【増　　加】 0 【減　　少】 4

富山県酪農ヘルパー事業円滑化対
策事業基金出捐金

4

 
（２） 物 品 
 年度末現在高は７４５点で、年度内増加は１９点、減少は１０点であり前年度末現在高

に対して９点増加している。 

(単位　点)

【増　　加】 19 【減　　少】 10

空調・冷暖房用具類 1 機械器具類 1

機械器具類 4 消防・防災・防犯器具類 3

消防・防災・防犯器具類 1 車両運搬器具類 5

車両運搬器具類 12 運動用品遊具類 1

運動用品遊具類 1

 
（３） 債 権 
 年度末現在高は２９１，９６８千円で、年度内増加額は３，７８０千円、減少額は５，

８６４千円であり、前年度末現在高に対して２，０８４千円減少している。 
 その内訳は、年度内貸付金（増）として３，７８０千円（育英資金貸付金）と償還金（減）

として５，６６８千円（育英資金貸付金ほか１件）の差し引き１，８８８千円の減、市民

税特別徴収翌年度徴収分（前年度と比べ）１９６千円の減である。 
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（４） 基 金 
 年度末現在高は９，３３３，０５８千円で、年度内増加額は１，０６４，６７５千円、

減少額は８５０，６７９千円で前年度末現在高に対して２１３，９９６千円増加している。 
 前年度末現在高に対し、決算年度内の増減（差引）が増加した基金は、財政調整基金４,
５３６千円、減債基金１５４，４１８千円、社会福祉事業振興基金２７，０１５千円、教

育文化振興基金１２，３５３千円、ふるさとづくり基金３４，０９１千円、ぶり奨学基金

３２，００９千円、育英基金２，９０４千円、介護給付費準備基金４，５２５千円、森林

環境譲与税基金１７，２５８千円、公共施設等再編整備基金３３，２３０千円である。ま

た、決算年度内の増減額（差引）が減少した基金は、国民健康保険事業財政調整基金９０，

６３９千円、「安部」人づくり基金４５５千円、スポーツ振興基金１２，０３０千円、新型

コロナウイルス感染症対策利子補給等基金５，２１９千円である。 
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５ む す び                   
 

むすびに、審査意見を述べる。 

 

当年度の一般会計および特別会計の決算総額は、歳入３８，１６８，９３９千円、歳

出３６，５０９，１１８千円となり、前年度と比較すると歳入で７２９，４２８千円、

歳出で１，１８８，２６７千円それぞれ減少している。 

また、歳入から歳出を差し引いた収支差引額は、１，６５９，８２１千円となり、こ

れから翌年度へ繰越すべき財源６９０，４０６千円を差し引いた実質収支額は、９６９，

４１５千円となっている。 

一般会計の決算状況について、歳入は２６，９０３，９０６千円であり、前年度と比

較すると９５９，５２８千円の減となっている。これは、主に地方交付税、寄附金、繰

越金で増となったが、国庫支出金、県支出金、繰入金、市債で減となったことによるも

のである。 

歳入の根幹をなす市税の決算額は５，４４２，４２６千円で、前年度５，３５３，０

１０千円と比して８９，４１６千円の増となり、市たばこ税を除くすべての税目におい

て増収となっている。しかし、調定額に対する収入率は、現年度課税分９８．９％、滞

納繰越分１４．６％で、いずれも前年度より０．１ポイント減少している。 

歳出は２５，５１３，７３１千円で、前年度と比較すると１，３１０，６７１千円の

減となっている。これは、主に民生費、農林水産業費、土木費で増となったものの、総

務費、教育費で減となったことによるものである。 

歳入決算額から歳出決算額を引いた差引額は１，３９０，１７５千円で、それから翌

年度に繰越される財源６９０，４０６千円を差し引いた当年度実質収支額は６９９，７

６９千円となり、前年度に比べ２８２，６１４千円減少している。 

 

普通会計における主な財務分析指標を見ると、「財政力指数（３年間の平均）」は、前

年度と同じ０．４６となっている。「経常収支比率」は、８６．７％で前年度に比して

０．８ポイント上昇しており、一般的にこの比率が８０％を超えると財政構造の弾力性

が失われつつあるとされていることから、財政の硬直化の進行に十分注視していかなけ

ればならない。 

また、「実質公債費比率（３年間の平均）」は、前年度と比して０．３ポイント上昇し

１１．８％となっている。 

 

令和６年１月１日の夕方に発生した能登半島地震において、本市では震度５強を観測

した。当日中に市指定避難所２３箇所と自主避難所１２箇所の計３５箇所が開設され、 
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６，０００人を超える方々が避難された。幸いなことに電気、ガスに大きな被害がなく、

火災も発生しなかったが、市内全域の約１４，０００世帯で断水となり、すべての地区

で水道が復旧するまでに３週間を要した。 

また、地面の陥没や液状化の発生などにより道路や建物等に甚大な被害を受けた。 

住家被害については、今年８月中旬までに把握されているもので、全壊２２９棟、半

壊４９１棟、一部損壊５，７９９棟の計６，５１９棟となっている。 

道路被害は、県道で１０路線、市道で２５４路線に上り、その他にも７河川、かんが

い排水施設１３５箇所など、数多くの損壊箇所が報告されている。 

今回の地震では、本市に最大３メートルの津波警報が発令されたことから、多くの市

民が高台への避難を目指したため、市内の主要道路では避難する車で大渋滞となった。

また、地震発生が元日の夕方であったことから、帰省客や観光客も市内に多く滞在され

ており、想定を上回る数の避難者が避難所へ殺到し、人があふれることとなった。 
今後は、これまで実施してきた防災訓練に加え、ゴールデンウィークなど観光シーズ

ンを想定した訓練、暑い時期や厳冬期を想定した訓練も定期的に行う必要がある。 
地域防災計画の見直しも行わなければならない。まさかの元日に想定外の海域活断層

による地震の発生、想定を超えた津波警報の発令など、今回の地震ではいくつかの想定

外が起きている。これらを十分に検証しながら計画の見直し作業を進めていただきたい。 
また、住宅の耐震化が大きな課題となっている。 

今回の震災を受けて富山県では、震度６強でも倒壊しない「新耐震基準」を満たす住

宅の割合を令和７年度までに９０％以上にする目標を掲げた。 

本市の耐震化率は約６４％であり、調査時点で県平均を１６ポイントも下回っている。

こうした耐震化率の低さは地域の高齢化と関連しているとみられ、住家被害が甚大であ

る石川県能登地方においても同様の傾向が報告されている。因みに、富山県が令和５年

１０月１日現在で公表している本市の高齢化率（総人口に占める６５歳以上の割合）は

４１.０％で県内１０市の中で最も高く、急激に高齢化が進んでいる状態である。 
命を守るために住家等の耐震化は必要である。しかし、高齢者には耐震化したくても

費用が高額になることに加え、次の世代がいないから耐震化できないという切実な事情

がある。今後、住家等の耐震化を推進していくためには、耐震化にかかる費用への手厚

い補助制度の構築やその周知に努めるだけではなく、災害から命を守るため住宅を耐震

補強することがいかに大切であるかを常に発信し、市民の耐震化への意識を高めること

が重要であると思われる。 

地震発生後、市長が早くから被災された住民の方々との直接対話を積極的に行い、ス

ピーディーな対応に努めてこられたことは高く評価できる。住民の意見や要望はその場

所、その時々によって違ってくることから、住民の声をよく聴き、先を見据えた復旧・

復興を進めていただきたい。 
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今は、震災からの復旧・復興を進めることが最優先であるが、人口増対策も喫緊の重

要課題である。 
経済界の有識者でつくる人口戦略会議は、２０歳から３９歳の女性人口（以下「若年

女性人口」という。）の令和２年から令和３２年までの減少率を推計し、全国の４割に

相当する自治体が「消滅の可能性がある」と発表した。本市は、若年女性人口が３０年

間で３，０３０人から１，１２０人まで約６３％が減少すると見込まれ、「消滅可能性

自治体」と推測された。 
令和５年富山県人口移動調査の社会動態（転入者－転出者）によると、本市における

２０歳代の転出超過が突出しており、男女内訳では女性が８４人、男性が３５人で特に

女性が多くなっている。女性は進学や就職などで一度地域を離れると戻る割合が低い傾

向にあることから、まずは若年女性に選んでもらえる働き場を増やす必要がある。女性

が働きやすい職場づくりを進めるには、企業が行う女性活躍の取り組みを支援するなど、

仕事環境のインフラ整備が重要であると考える。 
また、本市の出生数は、令和４年１０月から令和５年９月までの１年間で１４５人と

前年度の同期間より４０人減となっている。これまでも婚姻数の減少傾向が続いていた

が、新型コロナウイルス感染症拡大による影響でさらにその減り方が加速化したものと

思われる。人口減少の最大の要因が若い世代の転出と婚姻数の減少とみられることから、

「何があっても子どもの健やかな成長を支え若い世代を守っていく」という覚悟を示し、

若い世代が安心して結婚、出産、子育てができる社会をつくる必要がある。 
若い世代が「結婚して子どもが欲しい」「２人目や３人目をもうけたい」と自然に望

む社会を目指し、経済的要因や労働・子育て環境の不十分さなどで、その願いが妨げら

れるようなことがあってはならない。 
 
令和６年２月に地域交通活性化再生法に基づく、ＪＲ城端線・氷見線再構築実施計画

が国土交通省により認定された。 
計画期間は１０年間で、あいの風とやま鉄道への経営移管、新型車両や交通系ＩＣ

カードの導入、運行本数の増などの利便性向上策が図られる。計画では、公共交通は「社

会のインフラ」であり、自治体は地域のために投資をしていくという理念が示され、鉄

道施設などの更新、整備、修繕にかかる経費は、国と県、本市を含めた沿線４市とＪＲ

西日本が負担することとなった。 
今後、４市の負担金額である４５億円について各市の負担割合を協議していくが、試

算によると、計画どおり進められ利用者が増えたとしても年間７億円余りの赤字が発生

すると見込まれており、本市にとって過大な投資にならないよう、関係者との協議を十

分尽くしていただきたい。 
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令和５年度の国の税収は、法人税が伸びて消費税も高水準で推移するなど、約７２兆

円となり４年連続で過去最高額を更新している。地方税についても個人住民税や固定資

産税の増加などにより３年連続で最高額を更新した。一方、本市の税収入は、コロナ禍

の影響から脱却しつつあったが、地震の影響で収入率が低下したことなどから前年度に

比べ微増にとどまっており、令和６年度の市税当初予算額も住民税にかかる定額減税な

どの影響により当年度に比べ減額となっている。 
また、日本銀行がいわゆるゼロ金利政策を撤廃し、政府も国債利率や政策金利を引き

上げるなど、金利の上昇傾向が続いている。さらに、財務省が令和７年度予算の概算要

求で、利払い費の算定に用いる想定金利を１．９％から２．１％に引き上げるとの報道

があった。これまでは歴史的な低金利の恩恵に浴してきたが、これからは本格的に「金

利のある世界」へ移行することとなり、金利の上昇により利払い費が増えれば、本市の

財政を圧迫していくことになる。 
 
令和５年１０月に発表された本市の令和５年度から令和１４年度までの中長期財政

見通しでは、歳入合計は１４０億円前後で推移し、歳出合計は１４９億円程度で推移す

ると試算しており、繰越金や基金繰入れなどにより、決算収支は黒字を維持でき、最終

年度においても財政調整基金残高を約１６億円確保できる見込みとしている。 
これを前年度の試算と比較すると、各年度の収支差引額はマイナスが大きくなる傾向

にあり、公債費も高い水準で推移している。市債残高も増えており、実質公債費比率も

１２％を超え、高い数値となっている。 
また、この財政見通しには、城端線・氷見線再構築の本市負担分が計上されておらず、

財政見通し発表後に発生した地震にかかる復旧・復興事業費も当然見込んではいない。 
城端線・氷見線再構築には長期にわたって多額の負担金を支払い続けなければならず、

震災の復旧・復興には市独自の被災者支援策を含め莫大な費用が見込まれることから、

財政運営の見直しが急務となる。 
今後は、不要不急な事業の縮小や廃止を検討するとともに、本市が計画している大型

事業についても大幅な見直しを図る必要がある。まずは、震災からの復旧・復興事業を

最優先とし、本市の最重要課題である人口増対策と子育て支援事業のほか、市民の安心

安全に繋がる事業から優先順位を付けて順次進めていかなければならない。 
これまで決算審査意見書で、財政調整基金の積み立てを増やすなど財政余力を蓄える

ことの重要性を提案してきたが、これは今回のような災害発生など不測の事態に備える

ための提案であり、非常時であるこの時こそ躊躇なく基金を投入し、復旧・復興事業を

推進していくことも重要であると考える。 
 



  


